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１．法律、条例の運用の解説 

緑化地域制度は都市緑地法及び緑のまちづくり条例に基づき運用されます。 

 以下に名古屋市における緑化地域制度の詳細な運用について説明します。 

 

（１）緑化地域の区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【名古屋市の運用】 

都市緑地法には、都市計画で緑化地域を定める基本的な考え方が示されています。 

名古屋市では、市内の用途地域が定められた区域の全域（市街化区域の全域）約 30,258ha

を名古屋都市計画緑化地域と定めています。 

 

【都市緑地法第３４条第１項】 

 都市計画区域内の都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に規定する用途地域が定められた土地

の区域のうち、良好な都市環境の形成に必要な緑地が不足し、建築物の敷地内において緑化

を推進する必要がある区域については、都市計画に、緑化地域を定めることができる。 
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（２）該当する建築物 

（ア）建築規模等 
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【都市緑地法第３５条第１項】 

 緑化地域内においては、敷地面積が政令で定める規模以上の建築物の新築又は増築(当該

緑化地域に関する都市計画が定められた際既に着手していた行為及び政令で定める範囲内の

増築を除く。以下この節において同じ。)をしようとする者は、当該建築物の緑化率を、緑化地域

に関する都市計画において定められた建築物の緑化率の最低限度以上としなければならない。

当該新築又は増築をした建築物の維持保全をする者についても、同様とする。 

【都市緑地法施行令第１０条】 

 法第35条第1項の政令で定める範囲は、増築後の建築物の床面積〔建築基準法施行令(昭和

25年政令第338号)第2条第1項第3号の床面積をいう。以下同じ。〕の合計が緑化地域に関する

都市計画が定められた日における当該建築物の床面積の合計の1.2倍を超えないこととする。 

【名古屋市の運用】 

 緑化地域制度の対象となる建築行為は、建築物を新築する場合と、竣工後の延べ床面積が

緑化地域制度の施行前と比較して 1.2倍を超えることとなる増築をする場合です。緑化地域制

度施行後に緑化地域制度の適用を受けて建築された建築物は増築の割合に関わらず、全て

緑化地域制度の対象となります。 

建築物の模様替えや小規模な修繕の場合、また、緑化地域制度の施行前に、既に着工し

ている場合は対象になりません。また中古売買などの建築行為を伴わない単なる所有権移

転は対象になりません。 

なお、建蔽率が 80％を超える、又は建蔽率の指定のない敷地については、平成 30年 4月

1日が都市緑地法に基づく緑化地域制度の増築の基準日になります。そのため、平成 30年 3

月 31 日までに、緑化率適合証明等通知書を受けた建築物のうち、都市緑地法に基づく緑化

率の最低限度が適用されず（0 と定められたものも含みます。）、緑のまちづくり条例に基づき

緑化率の最低限度が定められた建築物の増築については、以下の取り扱いとなりますので

ご注意ください。 

 平成 30 年 4 月 1 日現在の床面積と比較して 1.2 倍を超えることとなる増築については、都

市緑地法に基づく緑化地域制度の申請、1.2 倍を超えない増築については、緑のまちづくり条

例に基づく緑化地域制度の申請となります。 

また、法第３５条第１項では、緑化地域制度の適用を受けた建築物の維持保全を行う際に

も、緑化率の最低限度を満たしている必要があることを定めています。名古屋市では建築物の

維持保全状況の確認のため、定期的にパトロールを実施しています。 

建築基準法でも同様に、建築物を常時適法な状態に保つように求めています。 

建築基準法第８条第 1項 

 建築物の所有者、管理者又は占有者は、その建築物の敷地、構造及び建築設備を常時適

法な状態に維持するように努めなければならない。 

ご不明の点は、緑政土木局緑地維持課（052-972-2465）へお問い合わせください。 
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確認申請と緑化地域制度申請の順番について 

 

建築士の皆様から、「緑化地域の申請が必要な建築物であるが、確認審査機関に確認申請をして

審査と並行して緑化地域の申請がしたい。」というご相談を受けることがあります。 

 その際に、担当者からは「できません。緑化地域の申請を先に行ってください」とお答えしています。

その理由は、建築主事または建築確認審査機関が、確認申請の確認済証を交付するためには、対象

となる建築行為が、関係規定を含めたすべての建築法規に適合していることを確認する必要がありま

す。その確認の際に必要な証明が、名古屋市の発行する緑化率適合証明等通知書であるからです。 

 なお、建築基準法施行規則では、緑化地域の該当建築物では、確認申請書に規定の緑化率を満

たしていることを証する書面を添付することになっています。 

 

≪参考≫ 

建築基準法施行規則 抜粋 

(確認申請書の様式) 

第１条の３ 法第 6条第 1項(法第 87条第 1項において準用する場合を含む。第 4項において同じ。)

の規定による確認の申請書は、次の各号に掲げる図書及び書類とする。（中略） 

１ 別記第２号様式による正本一通及び副本一通に、それぞれ、次に掲げる図書及び書類を添えたも

の(正本に添える図書にあつては、当該図書の設計者の記名及び押印があるものに限る。)。 

イ （略） 

ロ 申請に係る建築物が次の(1)から(3)までに掲げる建築物である場合にあつては、それぞれ当該(1)

から(3)までに定める図書及び書類 

(１) 次の表２の各項の(い)欄並びに表５の(２)項及び(３)項の(い)欄に掲げる建築物 それぞれ表２の

各項の(ろ)欄に掲げる図書（以下略） 

 

２（抜粋） 

区分 （い） （ろ） 

図書の種類 明示すべき事項 

(八十七) 

 

都市緑地法(昭和四十八

年法律第七十二号)第三

十五条の規定が適用され

る建築物 

都市緑地法第三十五条の

規定に適合していることを

証する書面 

都市緑地法第三十五条の

規定に適合していること 

(八十八) 

 

都市緑地法第三十六条の

規定が適用される建築物 

 

 

都市緑地法第三十六条の

規定に適合していることを

証する書面 

都市緑地法第三十六条の

規定に適合していること 

(八十九) 

 

都市緑地法第三十九条第

一項の規定が適用される

建築物 

 

都市緑地法第三十九条第

二項の条例の規定に適合

することの確認に必要な

図書 

当該条例で定められた制

限に係る建築物の緑化率

に関する事項 
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（イ）敷地規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【緑のまちづくり条例第２３条第１項】 

都市緑地法施行令（昭和49年政令第 3 号）第 9 条ただし書に規定する緑化率（法第34条第 2 

項に規定する緑化率をいう。以下同じ。）の規制の対象となる敷地面積の規模は、次に掲げるとお

りとする。 

(1) 建築基準法（昭和25年法律第 201 号）第53条第 1 項の規定による建築物の建蔽率（同項に規

定する建蔽率をいう。以下同じ）の最高限度が10分の 6 以下の区域内にあっては、 300 ㎡。た

だし 、建築基準法第53条第 3 項又は第 4 項の規定により建蔽率の最高限度が10分の 6 を超

える建築物の敷地の区域にあっては、 500 ㎡ 

(2) 建蔽率の最高限度が10分の 6 を超える区域内にあっては、 500 ㎡。 

【緑のまちづくり条例第２３条第２項】 

 建築物の敷地が、前項各号の区域にわたる場合においては、敷地の過半の属する区域に係る

前項の規定を適用する。 

【都市緑地法施行令第９条】 

 法第35条第1項の政令で定める規模は、1,000㎡とする。ただし、土地利用の状況により、建築物

の敷地内において緑化を推進することが特に必要であると認められるときは、市町村は、条例で、

区域を限り、300㎡以上1,000㎡未満の範囲内で、その規模を別に定めることができる。 
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【名古屋市の運用】 

 名古屋市では、緑化地域の規制の対象となる建築行為の敷地規模について、用途地域に応じ
て定められる建蔽率の最高限度に応じて次のとおり定めています。 

① 建蔽率の最高限度が60％以下の区域では敷地面積が300㎡以上 

第1種・第2種低層住居専用地域、第1種・第2種中高層住居専用地域、 

第1種・第2種・準住居地域、準工業・工業・工業専用地域が該当します。 

② 建蔽率の最高限度が60％を超える区域では敷地面積が500㎡以上 

近隣商業・商業地域が該当します。 

ただし、建築基準法第53条第3項の規定に基づき、いわゆる角地や建蔽率が80％未満の防火

地域内での耐火建築物等若しくは準防火地域内での耐火建築物等又は準耐火建築物等で、建

蔽率の最高限度が緩和の適用を受けることが可能な敷地は、緩和された後の建蔽率によりま

す。確認申請時に、緩和を受ける・受けないに関わらず、緩和が適用になるかどうか確認してい

ただき、緑化地域制度の申請をお願いします。名古屋市内における建築基準法第53条第3項の

緩和については、道路に限らず、敷地に接する公園・河川等も考慮される場合がありますので、

建築確認審査機関等で、事前に、ご確認をお願いします。 

なお、建築基準法第53条第6項の規定の適用をうける建築物であっても、緑化地域制度では用

途地域に指定される建蔽率80％で敷地規模を判断しますので500㎡以上が対象となることには変

わりありません。この建蔽率は、あくまで緑化地域制度上の取り扱いであり、建築物の建築の際の

建蔽率に制限を与えるものではありませんのでご注意ください。 

この敷地面積は、建築確認申請上の敷地面積です。一筆の土地において、敷地を分割し、2棟

の建物を計画し、それぞれ建築確認申請を行う場合は、1棟ごとの敷地面積で判断を行います。 

建築物の敷地が建蔽率の最高限度が 60％以下の区域と 60％を超える区域にまたがる場合

は、敷地に占める割合が多いほうの区域の規定が適用されます。例えば、近隣商業地域と準工

業地域にまたがる 400㎡の敷地で新築を行う場合、過半の区域が準工業地域であれば①に該

当し、緑化地域の規制の対象になります。逆に過半の区域が近隣商業地域であれば②に該当

し、規制の対象になりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、敷地面積の規定は過半適用ですが、緑化率の最低限度は加重平均となりますのでご注

意ください。（P9参照）  

なお、地区計画で緑化率が定められている場合は、最低敷地面積は30㎡以上となりますので

ご注意ください。 

 

②近隣商業地域 
500 ㎡以上が対象 
 

①準工業地域 
300 ㎡以上が対象 

対象敷地 
400 ㎡ 

①に該当し、規制の対象と

なります。 

②近隣商業地域 
500 ㎡以上が対象 
 

①準工業地域 
300 ㎡以上が対象 

対象敷地 
400 ㎡ 

②に該当し、規制の対象と

なりません。 
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（３）緑化率の最低限度等 

（ア）市街化区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【都市緑地法第３４条第２項】 

 緑化地域に関する都市計画には、都市計画法第 8 条第 3 項第 1 号及び第 3 号に掲げる事項のほ

か、建築物の緑化施設〔植栽、花壇その他の緑化のための施設及び敷地内の保全された樹木並びに

これらに附属して設けられる園路、土留その他の施設(当該建築物の空地、屋上その他の屋外に設け

られるものに限る。)をいう。以下この章において同じ。〕の面積の敷地面積に対する割合(以下「緑化

率」という。)の最低限度を定めるものとする。 

【都市緑地法第３４条第３項】 

 前項の都市計画において定める建築物の緑化率の最低限度は、10分の2.5を超えてはならない。 

【名古屋都市計画緑化地域】 

 

種類 面積 緑化率の最低限度 備考 

緑化地域 
約 

30,258ha 

建蔽率が5/10以下の

区域 
2/10 

 

建蔽率が5/10を超え

6/10以下の区域 
1.5/10 

 

建蔽率が6/10を超える

区域 
1/10 

 

 

 次の各号のいずれかに該当する建築物については、上記に定める緑化率の規定は適用せず、当

該各号に定める緑化率を適用する。 

(1) 建蔽率が5/10以下の区域において、建築基準法（昭和25年法律第201号）第53条第3項の規定

により、建蔽率が5/10を超え6/10以下となる建築物の緑化率の最低限度は1.5/10と定め、建蔽

率が6/10を超える建築物の緑化率の最低限度は1/10と定める。 

(2) 建蔽率が5/10を超え6/10以下の区域において、建築基準法第53条第3項の規定により、建蔽率

が6/10を超える建築物の緑化率の最低限度は1/10と定める。 

 

（注意事項） 

１ 緑化率は都市緑地法（昭和 48年法律第 72号）第 34条第 2項に規定する緑化率をいう。 
 

２ 建蔽率は建築基準法第53条第1項の規定による建築物の建蔽率の最高限度とする。 
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【名古屋市の運用】 

 都市緑地法には、都市計画において緑化率の最低限度を定めること、及びその際の上限が示さ

れています。 

 名古屋都市計画緑化地域では、用途地域などに応じて定められている建蔽率の最高限度に応じ

て、次のとおり緑化率の最低限度を定めています。 

 

① 建蔽率の最高限度が 50％以下の区域における緑化率の最低限度は 20％ 

第 1種・第 2種低層住居専用地域、第 1種中高層住居専用区域（一部）が該当します。 

② 建蔽率の最高限度が 50％を超え 60％以下の区域における緑化率の最低限度は 15％ 

第 1種・第 2種中高層住居専用地域、第 1種・第 2種・準住居地域、準工業・工業・工業専用

地域が該当します。 

③ 建蔽率の最高限度が 60％を超える区域における緑化率の最低限度は 10％ 

 近隣商業・商業地域が該当します。 

 

なお、建築基準法第 53条第 3項の規定により①～②の区域において建蔽率の最高限度が 1/10

もしくは 2/10 加えられる場合には、名古屋都市計画緑化地域では、加えられた後の建蔽率の最

高限度に応じて①から③の緑化率の最低限度とすることを定めています。 

例えば、第 1 種住居地域で建蔽率の最高限度 60％の区域は②に該当しますので、緑化率の最

低限度は通常 15％ですが、建築基準法第 53条第 3項の規定によりいわゆる角地緩和が適用され

た場合、建蔽率の最高限度は 10％加えられて 70％となりますので、③に該当し緑化率の最低限度

は 10％となります。 

 なお、名古屋都市計画緑化地域では、建築基準法第 53 条第 6 項の適用は考慮しません。指定

建蔽率が 80％以上の敷地において、防火地域内で耐火建築等を建築する場合においても、用途

地域に定められている建蔽率の 80％で判断します。そのため、建蔽率が 60％を超える区域の③

に該当し緑化率の最低限度は 10％となります。この建蔽率は、あくまで緑化地域制度上の取り扱い

であり、建築物の建築の際の建蔽率に制限を与えるものではありませんのでご注意ください。 
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（イ）市街化調整区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【緑のまちづくり条例第２６条第１項】 

都市計画に緑化地域が定められていない区域において、建築物（敷地面積が 1,000 ㎡未満のも

のを除く。）の新築又は増築をしようとする者は、当該建築物の緑化率を10分の 2 以上としなければ

ならない。当該新築又は増築をした建築物の維持保全をする者についても、同様とする。 

【緑のまちづくり条例第２６条第４項】 

第1項の規定が適用される場合においては、法第40条並びにこの条例第23条第2項、第24条第2

項及び前3条の規定を準用する。 

 

 【名古屋市の運用】 

 都市緑地法では、用途地域が定められた土地の区域を対象に緑化地域を都市計画に定めるも
のとされています。 

名古屋市では、用途地域の定められた区域の全域（＝市街化区域）を名古屋都市計画緑化地

域として定めています。 

名古屋都市計画緑化地域を定めていない区域（＝市街化調整区域）における建築について

は、緑のまちづくり条例により、1,000㎡以上の敷地面積であれば、緑化をしなければならないと定

めています。 

緑のまちづくり条例に基づく緑化率の最低限度についても、法に基づく面積算出方法（P15 参

照)や、条例に基づく敷地の過半適用（Ｐ4 参照）、完了確認（Ｐ19 参照）、管理基準（Ｐ22 参

照）を準用します。 



9 
目次に戻る 

（ウ）敷地が制限の異なる区域にまたがる場合など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【名古屋市の運用】 

都市緑地法では、建築物の敷地が名古屋都市計画緑化地域に定める緑化率の最低限度の制

限が異なる区域にわたる場合は、敷地全体の緑化率の最低限度は、各々の区域における緑化率

の最低限度を加重平均した値になると定めています。例えば、900㎡の敷地において、緑化率の

最低限度が 10％の区域（500㎡）と 15％の区域（400㎡）にわたるときは、加重平均して敷地全体

の緑化率の最低限度が 12.3％となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、緑化地域の区域と建築物の緑化率に関する制限が定められていない区域（市外・市街化

調整区域）とにわたる場合には、後者の緑化率の最低限度を 0 として加重平均した値となります。 

 なお、名古屋市では都市緑地法による緑化率の規定がない市街化調整区域でも、緑のまち

づくり条例に緑化率の最低限度を定めています。詳細は「緑化地域制度マニュアル【①申請手続

編】」をご覧ください。 

したがって、敷地が都市緑地法による緑化率の規制区域と緑のまちづくり条例による緑化率の

規制区域にわたる場合には、それぞれの緑化率の最低限度を加重平均した値以上の緑化率とな

るようにしてください。 

申請時には、配置図に区域線を記入し、敷地毎の面積と緑化率の最低限度を明示し、敷地全

体の緑化率の最低限度がわかる計算式を記入してください。 

【都市緑地法第35条第4項】 

 建築物の敷地が、第１項の規定による建築物の緑化率に関する制限が異なる区域の２以上にわ

たる場合においては、当該建築物の緑化率は、同項の規定にかかわらず、各区域の建築物の緑化

率の最低限度(建築物の緑化率に関する制限が定められていない区域にあっては、零)にその敷地

の当該区域内にある各部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて得たものの合計以上でなけ

ればならない。 

緑化率の最低限度 
 15％ 

緑化率の最低限度 
10％ 

 

対象敷地 
900 ㎡ 

敷地全体の緑化率の最低限度 
       12.3％ 

 （500 ㎡）   （400 ㎡）  

（500×10％+400×15%）÷900＝12.22％ 
緑化率の最低限度は加重平均した値を切り上げ、 
小数点以下第１位までの値とする。  12.3％ 
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（エ）一の敷地とみなされる一団地の場合など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【名古屋市の運用】 

 建築基準法第 86条第 1項から第 4項までの規定により、複数の敷地や建築物について一の

敷地とみなされるものについては、都市緑地法 35条各項の規定は一の敷地における制限として

適用されます。名古屋市では「一の敷地とみなすこと等による制限の緩和に関する認定基準」に

従い、特例的に複数建築物を同一敷地内にあるものとみなして、建築規制を適用しています。複

数の建蔽率の敷地からなる場合は、「一の敷地とみなすこと等による制限の緩和に関する認定

基準」に従い、各敷地の建蔽率を区域全体の敷地面積で加重平均した基準建蔽率を求め、基準

建蔽率に対応した緑化率の最低限度を定めます。 

一の敷地とみなされた一団地における建築工事では、最初の建築物の建築確認申請前に、

認定敷地全体の緑化施設を計画し、緑化率適合証明等通知書を受ける必要があります。 

なお、期間を分け、連続して複数の建築確認を申請する場合、2回目以降の申請において

は、初回申請時に交付された緑化率適合証明等通知書の写を添付することで緑化率適合証明

の申請を省くことができます。緑化施設に変更があった場合は、申請書等記載事項変更届の提

出を行い、当初の緑化率適合証明等通知書と申請書等記載事項変更届を合わせて、建築確認

申請に添付してください。各確認申請の建築物が竣工した時には、申請書等記載事項変更届の

提出を行い、その確認申請の敷地の緑化写真も提出をお願いします。 

なお、緑化率の最低限度は、最後の建築物の完了検査前までに、緑化を完了し、満たす必要

があります。緑化施設工事完了届は、建築物の完了検査前に提出をお願いします。その際には

一の敷地とみなされた一団地の、完了届提出時の緑化写真が改めて必要となります。 

増築についての取り扱いも、一団地としての判断になります。増築割合が 1.2倍を超えない場

合（申請不要の場合）についても、一団地としての床面積が基準となります。 

ご不明の点は、緑政土木局緑地維持課（052-972-2465）へお問い合わせください。 

【都市緑地法第３６条】  

 建築基準法第 86条第 1項から第 4項まで(これらの規定を同法第 86条の 2第 8項において準

用する場合を含む。)の規定により、一の敷地とみなされる一団地又は一定の一団の土地の区域内

の建築物については、当該一団地又は区域を当該建築物の一の敷地とみなして前条の規定を適

用する。 
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（オ）地区計画において緑化率の最低限度が定められている場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【都市緑地法第３９条第１項】 

市町村は、地区計画等の区域（地区整備計画、特定建築物地区整備計画（密集市街地における

防災街区の整備の促進に関する法律第32条第2項第1号に規定する特定建築物地区整備計画を

いう。）、防災街区整備地区整備計画、歴史的風致維持向上地区整備計画又は沿道地区整備計画

において建築物の緑化率の最低限度が定められている区域に限る。）内において、当該地区計画

等の内容として定められた建築物の緑化率の最低限度を、条例で、建築物の新築又は増築及び当

該新築又は増築をした建築物の維持保全に関する制限として定めることができる。 

【都市緑地法第３９条第２項】 

前項の規定に基づく条例(以下「地区計画等緑化率条例」という。以下同じ。)による制限は、建築

物の利用上の必要性、当該区域内における土地利用の状況等を考慮し、緑化の推進による良好な

都市環境の形成を図るため、合理的に必要と認められる限度において、政令で定める基準に従い、

行うものとする。 

【都市緑地法施行令第１２条】 

法第３９条第２項の地区計画等緑化率条例(以下この条において「地区計画等緑化率条例」とい

う。)による建築物の緑化率の最低限度は、十分の二・五を超えないものとする。 

２ 地区計画等緑化率条例には、次に掲げる建築物の緑化率の最低限度に関する制限の適用の

除外に関する規定を定めるものとする。 

一 敷地面積が一定規模未満の建築物の新築及び増築についての適用の除外に関する規定 

二 地区計画等緑化率条例の施行の日において既に着手していた行為についての適用の除外

に関する規定 

三 増築後の建築物の床面積の合計が地区計画等緑化率条例の施行の日における当該建築

物の床面積の合計の一・二倍を超えない建築物の増築についての適用の除外に関する規定 

四 法第35条第2項の規定の例による同項の建築物についての適用の除外に関する規定 
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【名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例第８条の３第１項】 

敷地面積が30平方メートル以上の建築物の新築又は増築をしようとする者は、当該建築物の緑

化率(都市緑地法第34条第2項に規定する緑化率をいう。以下同じ。)を、対象区域内においては、

計画地区の区分に応じ、それぞれ別表第2右欄の緑化率の最低限度の項に掲げる数値以上としな

ければならない。当該新築又は増築をした建築物の維持保全をする者についても、同様とする。 

【名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例第８条の３第２項】 

 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適用しない。 

(1) この条例の建築物の緑化率の最低限度に関する規定(以下この項において「当該規定」とい

う。)の施行又は適用の日において既に新築又は増築の工事に着手していた建築物 

(2) 増築後の建築物の床面積の合計が当該規定の施行又は適用の日における当該建築物の床

面積の合計の1.2倍を超えないもの 

(3) その敷地の周囲に広い緑地を有する建築物であって、良好な都市環境の形成に支障を及ぼ

すおそれがないと認めて市長が許可したもの 

(4) 学校その他の建築物であって、その用途によってやむを得ないと認めて市長が許可したもの 

(5) その敷地の全部又は一部ががけ地である建築物その他の建築物であって、その敷地の状況に

よってやむを得ないと認めて市長が許可したもの 

3 市長は、前項第3号から第5号までに規定する許可の申請があった場合において、良好な都市環境

を形成するため必要があると認めるときは、許可に必要な条件を付することができる。 

4 建築物の敷地が対象区域の内外にわたる場合においては、この条例で定められた建築物の緑化率

の最低限度を、当該建築物の対象区域内にある部分に係る都市緑地法第35条第1項、第2項又は第6

項の規定による建築物の緑化率の限度とみなして、同条第7項の規定を適用する。 

5 建築物の敷地が第1項の規定による建築物の緑化率に関する制限を受ける計画地区の2以上にわ

たる場合においては、当該建築物の緑化率は、同項の規定による当該計画地区内の建築物の緑化率

の限度にその敷地の当該計画地区内にある各部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて得たもの

の合計以上でなければならない。 

 

【名古屋市の運用】 

 都市緑地法第 39条第 1項には、「地区計画の区域内において、当該地区計画等の内容とし

て定められた建築物の緑化率の最低限度を、条例で、建築物の新築又は増築及び当該新築又

は増築をした建築物の維持保全に関する制限として定めることができる」と定めています。 

 都市緑地法施行令第 12条第 2項第 1号においては、敷地面積が一定規模未満の建築物の

新築及び増築についての適用の除外に関する規定を設けることとしています。名古屋市地区計

画等の区域内における建築物の制限に関する条例第 8条の 3第 1項では、敷地面積を 30平

方メートル以上の建築物の新築又は増築をするものを対象にすると定めることにより、除外を 30

平方メートル未満とし、施行令に対応しています。 

名古屋市内に、令和 4年 1月 1日現在、26の地区計画において緑化率の最低限度が定めら

れています。地区計画により緑化率が定められている建築物についても、緑化地域制度の適用を

受ける対象敷地面積以上の場合、緑化地域制度による緑化率の最低限度も定められます。二つ

の異なる緑化率が出てきた場合、どちらも満たすように計画を立てる必要があります。どちらの緑

化率も、都市緑地法及び都市計画法に基づき、都市計画に定めるものですが、別の制度である

ため、それぞれの制度に適合する必要があります。 

 この対象となる敷地面積は、緑化地域制度と地区計画緑化率制度の大きな違いとなっていま

す。また、多くの地区計画では、地区計画で定める建蔽率について建築基準法第 53条第 3項

の緩和措置に対応していませんが、緑化地域制度では同項の緩和措置に対応していることも大き

な違いです。 

 地区計画に関する増築について、1.2倍の床面積の比較基準日は、個々の地区計画の条例の

適用日（公布日）となります。地区計画ごとに基準日が異なりますので、ご注意ください。 

その他の除外規定などにつきましては概ね緑化地域制度と同様の取り扱いとなっています。 

ご不明の点は、緑政土木局緑地維持課（052-972-2465）へお問い合わせください。 
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（カ）市が設置する建築物の場合 

（市が設置する建築物の緑化率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【緑のまちづくり条例施行細則第２０条の６】 

条例第24条第2項の規則で定める数値は、10分の0.5とする。 

【緑のまちづくり条例第２４条２項】 

法第35条の規定による規制の対象となる建築物のうち、市が設置する建築物の緑化率の最低

限度は、都市計画において定められた建築物の緑化率の最低限度（法第35条第4項の規定が適

用される場合にあっては、同項の規定により定められた建築物の緑化率の最低限度）の数値に規

則で定める数値を加えたものとする。 

【名古屋市の運用】 

 市が設置する公共建築物については、都市緑地法及び緑のまちづくり条例の規定による緑

化率の最低限度に5％を上乗せして、一層の緑化を行うよう定めています。 

 



14 
目次に戻る 

（４）建築基準法関係規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【都市緑地法第４１条】 

 第35条、第36条及び第39条第1項の規定は、建築基準法第6条第1項に規定する建築基準関

係規定(以下単に「建築基準関係規定」という。)とみなす。 

【都市緑地法施行規則第２９条】 

 建築基準法第 6条第 1項又は第 6条の 2第 1項の規定による確認済証の交付を受けようと

する者は、その計画が法第 35条若しくは第 36条の規定又は法第 39条第 2項の地区計画等

緑化率条例の規定に適合していることを証する書面の交付を市町村長に求めることができる。 

【緑のまちづくり条例施行細則第１８条】 

省令第29条の規定による証明を受けようとする者は、緑化率適合証明等申請書（第11号様

式）、緑化施設概要書（第12号様式、以下概要書という。）及び別表第2に掲げる図書（写真及び

撮影位置図を除く）それぞれ2部を市長に提出しなければならない。 

２ 省令第29条の規定による証明は、緑化率適合証明等通知書（第12号様式の2）を申請者に

交付することによって行うものとする。 
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（５）緑化面積の算定方法の出典 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【名古屋市の運用】 

緑化地域に関する規定は建築基準関係規定とみなされます。よって、緑化地域の区域内

で対象となる建築行為をする場合は、緑化地域に関する基準を満たしていることについて、建

築主事あるいは指定確認検査機関が、建築確認審査及び建築完了検査を行います。 

また建築基準法施行規則第1条の3第1項の規定により、建築確認申請には緑化地域の規

制への適合を証する書面を添付することが必要とされています。建築確認申請前に緑化率

適合証明申請の手続きをし、名古屋市長から緑化率適合証明通知書の交付を受けてくださ

い。手続きの流れや必要書類等、詳細は「緑化地域制度マニュアル【①申請手続編】」をご覧

ください。 

なお、緑のまちづくり条例による規制の場合においても同様の手続きが必要です。 

名古屋市では、建築完了検査時には、名古屋市が完了届に添付された図面と写真に基づ

き、完了時の緑化率を証明する緑化施設工事完了確認証明通知書を発行します。建築主事

及び確認検査機関は、現地と緑化率の最低限度を満たしていると証明された図面との整合性

を確認することで、建築基準関係規定を満たしていることを確認する流れになっています。 

建築基準関係規定のため、建築物が適法に存在するために、維持保全時においても、緑

化率の最低限度を満たし続ける必要があります。敷地内の施設配置を変える場合において

も、緑化率の最低限度を満たすようにする必要がありますのでご注意ください。 

名古屋市では、維持管理されている建築物が、緑化率の最低限度を満たしているかどうか

を完了の物件の中から、毎年 200件程度を対象に定期パトロールを、通報などに基づき随

時パトロールをしています。パトロールの結果、緑化率の最低限度を満たしていない建築物に

ついては、是正指導を行うことになります。 

【都市緑地法第40条】 

 建築物の緑化率の算定の基礎となる緑化施設の面積は、国土交通省令で定めるところにより

算出するものとする。 

【名古屋市の運用】 

 緑化面積の計算方法は、都市緑地法施行規則第9条に定められています。詳細は「緑化地

域制度マニュアル【①申請手続編】」をご覧ください。 
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【都市緑地法第３５条第２項】 

 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適用しない。 

(1) その敷地の周囲に広い緑地を有する建築物であつて、良好な都市環境の形成に支障を及

ぼすおそれがないと認めて市町村長が許可したもの 

(2) 学校その他の建築物であつて、その用途によつてやむを得ないと認めて市町村長が許可し

たもの 

(3) その敷地の全部又は一部が崖地である建築物その他の建築物であつて、その敷地の状況

によつてやむを得ないと認めて市町村長が許可したもの 

【都市緑地法第３５条第３項】 

 市町村長は、前項各号に規定する許可の申請があつた場合において、良好な都市環境を形成
するため必要があると認めるときは、許可に必要な条件を付することができる。 

【緑のまちづくり条例第２６条第２項】 

前項の規定は、次の各号のいずれかに該当すると市長が認めた建築物については、適用しない。 

(1) その敷地の周囲に広い緑地を有し、良好な都市環境の形成に支障を及ぼすおそれがないもの。 

(2) その用途又は敷地の状況によってやむを得ないもの。 

【緑のまちづくり条例施行細則第１９条】 

法第35条第２項各号又は名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例（平

成5年名古屋市条例第41号。以下「地区計画条例」という。）第8条の3第2項第3号から第5号までの規

定による許可を受けようとする者は、緑化率規制適用除外許可等申請書（第12号様式の3）、概要書及

び別表第2に掲げる図書（写真及び撮影位置図を除く。）それぞれ2部を市長に提出しなければならな

い。 

【緑のまちづくり条例施行細則第１９条第２項】 

法第35条第2項各号又は地区計画条例第8条の3第2項第3号から第5号までの規定による許可は、

緑化率規制適用除外許可等通知書（第12号様式の4）を申請者に交付することによって行うものとす

る。 

【緑化地域制度実施要綱第４条第１項】 
次の各号に掲げる建築物は、当該各号に定めるとおりとする。 
 （１）法第35条第2項第1号の建築物 
都市公園法に規定する公園施設及び占用の許可を受けた建築物 
 （２）法第35条第2項第2号の建築物 
学校、工場等及び交通関連施設 
 （３）法第35条第2項第3号の建築物 
敷地の全部又は一部が地山状態において高低差5ｍ以上かつ勾配30°以上の崖地のある敷地内

の建築物 

【緑化地域制度実施要綱第４条第２項】 
法第35条第4項の許可に付する条件は、次の各号に掲げる場合、当該各号に定めるとおりとする。た
だし、工場立地法の対象となる工場が工場立地法受理書の交付を受けた場合は、第2号に定める条
件は付さないものとする。 
 （１）前項第1号の建築物の場合 
事例ごとに判断する。 

 （２）前項第2号の建築物の場合 
次の表の左欄に掲げる建築用途に応じたそれぞれ同表の右欄に掲げる除外物件の水平投影面積

を敷地全体から控除した残りの敷地面積に対して、規定の緑化率の最低限度を満たさなければならな
い。（次表 略） 
（３）前項第3号の建築物の場合 
地山状態の高低差5ｍ以上かつ勾配30度以上の崖地の水平投影面積を敷地全体から控除した残

りの敷地面積に対して、規定の緑化率の最低限度を満たさなければならない。 
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【名古屋市の運用】 

 都市緑地法では、 

① 建築物の敷地の周囲に十分な緑地が確保できていると考えられるもの 

② 建築用途により緑化率の最低限度を満たすことが困難であるもの 

③ 敷地形状により緑化率の最低限度を満たすことが困難であるもの 

について、市長がやむを得ないと認めて許可した場合に限り、緑化率の最低限度の適用を除外

することができると定めています。その際においても、名古屋市では、可能な範囲で緑化がなされ

るよう一定の条件を付します。なお、本許可及び許可に付する条件についても建築基準関係規

定とみなされます。ただし、許可に対する条件が「なし」の場合は、建築確認申請後の手続き（工

事完了届等）は不要となります。 

適用除外の許可条件については、事例ごとに判断します。 

①には都市公園法に規定する公園施設や占用の許可を受けた建築物が該当します。 

②には、学校や工場などが該当します。これらの敷地内に、緑化が困難であり敷地面積から除

外することが適当な物件（除外物件）があるために緑化率の最低限度を満たすことができない場

合は、敷地全体から除外物件の水平投影面積を控除した残りの敷地面積に対して、規定の緑

化率の最低限度を満たさなければなりません。 

対象となる建築用途と除外物件は以下のとおりです。 

建築用途 
除外物件 

（法令で離隔エリアが定められている場合はその面積も含む） 

学校 等 
・グラウンド 

・屋外プール 

工場 等 

・軌道敷 

・煙突、パイプラック、廃棄物処理施設、クレーン、変電施設など の固

定設備 

・高圧ガス保安法に規定する高圧ガス製造所など 

・ガス事業法に規定するガス工作物など 

・消防法や液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

施行規則に規定する危険物貯蔵所など 

・港湾法に規定する外郭施設 

交通関連施設 

・鉄道事業法に規定する鉄道線路など 

・軌道法に関する軌道など 

・道路法に規定する一般交通の用に供する道や道路付属物など 

・自動車運送事業の営業所・転回所における車路及び駐車場（大型車

が利用するものに限る） 

※ 工場立地法の対象となる工場は、工場立地法受理書の交付により適用除外の許可を受け

られる場合もあります。 

③には、地山状態で高低差 5m 以上かつ勾配 30°以上の崖地がある場合が該当します。

敷地内に当該崖地がある場合は、敷地全体から当該崖地の水平投影面積を除外した残り

の敷地面積に対して、規定の緑化率の最低限度を満たすこととなります。なお、当該崖地に

擁壁等の安全対策を行う場合も、崖地の面積を適用除外とすることができます。手続きの流

れや必要書類等、詳細は「緑化地域制度マニュアル【①申請手続編】」をご覧ください。 

適用除外については許可の条件を個別に判断しますので、必ず事前に緑政土木局緑地維持

課（052-972-2465）まで、ご相談ください。 
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【都市緑地法第４２条】  

 第 35 条及び第 39 条第 1 項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物に

ついては、適用しない。  

(1) 建築基準法第 3 条第 1 項各号に掲げる建築物  

(2) 建築基準法第 85 条第 1 項又は第 2 項に規定する応急仮設建築物であつて、

その建築物の工事を完了した後 3 月以内であるもの又は同条第 3 項の許可を受

けたもの  

(3) 建築基準法第 85 条第 2 項に規定する工事を施工するために現場に設ける事務

所、下小屋、材料置場その他これらに類する仮設建築物  

(4) 建築基準法第 85 条第 5 項又は第 6 項の許可を受けた建築物  

【名古屋市の運用】 

都市緑地法には、文化財や仮設建築物には緑化地域の規定が適用されないことが定められ

ています。 

文化財とは、文化財保護法で指定された建築物や、旧重要美術品等の保存に関する法律で

認定された建築物が該当します。 

仮設建築物には、災害発生後一ヶ月以内に建築工事に着手する災害用応急仮設建築物や

工事用詰所の他、1年以内に除却すること又は建築工事を施工するために特定行政庁が施工上

必要と認めた工事期間中を条件に仮設建築物としての建築確認申請が認められた仮設イベント

会場やモデルルーム、仮設校舎などが該当します。 

また、仮設許可を得た仮設建築物は、緑化地域制度で増築を判断する際の床面積には参入

しません。 

なお、目的は仮設であっても一般建築物として確認申請をする場合は緑化地域の規定が適

用されますのでご注意ください。 
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（７）緑化施設工事の完了確認など 

（ア）緑化施設工事完了確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【緑のまちづくり条例第２５条第１項】 

法第35条の規定による規制の対象となる建築物の新築又は増築（同条第 1 項に規定する新

築又は増築をいう。第26条において同じ。）をしようとする者は、緑化施設（法第34条第 2 項に規

定する緑化施設をいう。以下同じ。）に係る工事を完了したときは、規則で定めるところにより、遅

滞なく、その旨を市長に届け出なければならない。 

【緑のまちづくり条例第２５条の２】 

市長は、前条第1項（同条第2項において準用する場合を含む。）の届出があった場合におい

て、当該建築物の緑化率が法第35条若しくは第36条又は地区計画条例第8条の3の規定に適合

していると認めたときは、規則で定めるところにより、当該届出をした者に対し、その旨を証する書

面を交付するものとする。 

 

【名古屋市の運用】 

名古屋市では、建築主事又は指定確認検査機関による建築完了検査の円滑化を図るた

め、緑のまちづくり条例に基づき、緑化施設工事が完了した段階で「緑化施設工事完了届」を

提出していただいています。完了確認後に緑化施設工事完了確認証明通知書を交付します

ので、これを建築完了検査の申請書に添付して申請してください。 

名古屋市は完了届に添付された写真に基づき、図面上の緑化施設の形状等を確認し、図

面に基づく完了時の緑化率を算定し、緑化施設完了確認証明通知書を発行します。建築主事

及び確認検査機関は、緑化率の最低限度を満たしていると確認された図面と現地との整合性

を確認することで、建築基準関係規定である緑化率の最低限度を完了時に確認する流れにな

っています。 

緑化施設工事完了届の書式、添付書類については緑のまちづくり条例施行細則に定められ

ています。手続きの流れや必要書類等、詳細は「緑化地域制度マニュアル【①申請手続編】」を

ご覧ください。 
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（イ）緑化施設工事完了延期認定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【都市緑地法第４３条第１項】 
 第35条又は地区計画等緑化率条例の規定による規制の対象となる建築物の新築又は増築を

しようとする者は、気温その他のやむを得ない理由により建築基準法第6条第1項の規定による工

事の完了の日までに緑化施設に関する工事(植栽工事に係るものに限る。以下この条において

同じ。)を完了することができない場合においては、国土交通省令で定めるところにより、市町村

長に申し出て、その旨の認定を受けることができる。 

【都市緑地法第４３条第２項】 
 建築基準法第7条第4項に規定する建築主事等又は同法第7条の2第1項の規定による指定を

受けた者は、前項の認定を受けた者に対し、その検査に係る建築物及びその敷地が、緑化施設

に関する工事が完了していないことを除き、建築基準関係規定に適合していることを認めた場合

においては、同法第7条第5項又は第7条の2第5項の規定にかかわらず、これらの規定による検

査済証を交付しなければならない。 

【都市緑地法第４３条第３項】 
 前項の規定による検査済証の交付を受けた者は、第1項のやむを得ない理由がなくなった後

速やかに緑化施設に関する工事を完了しなければならない。 

【緑化地域制度実施要綱】 
第５条 法第43条第1項に規定する「気温その他のやむを得ない理由により建築基準法（昭和25年法

律第201号）第6条第1項の規定による工事の完了の日までに緑化施設に関する工事を完了する
ことができない場合」とは、次の各号のいずれかに該当する場合をいう。 

 （１）建物の完了検査予定日から概ね1ヶ月以内に除却する建築物等が植栽予定場所に存在する
ために、緑化率確保が物理的に不可能な場合 

 （２）一つの建築敷地で複数の建築工事が連続して施工されるために、中途での緑化率確保が物
理的に不可能な場合 

 （３）その他、物理的に植栽が不可能又は植物全般にとって極めて生育困難な自然条件であると
特に市長が認めた場合 

（４）その他のやむを得ない理由により緑化施設に関する工事が完了できない場合 

２ 次の各号に掲げる場合、当該各号に定めるとおりとする。 

  （１）前項第1号に該当する場合 
原則として、建築工事の完了予定日の1ヶ月前までに緑化施設工事完了延期認定申請書を提
出しなければならない。なお、建物の完了検査予定日から概ね1ヶ月以内に除却する建築物等
を確実に除却する旨の証明を提出しなければならない。また、原則として、除却期限から１ヶ月
以内に緑化施設に関する工事を完了し、かつ緑化施設工事完了届を提出しなければならない。 

  （２）前項第2号に該当する場合 
原則として、建築工事の完了予定日の1ヶ月前までに緑化施設工事完了延期認定申請書を提
出しなければならない。なお、引き続き行われる工事の建築確認申請の写し等を提出しなけれ
ばならない。 

（３）前項第３号に該当する場合 

原則として、建築工事の完了予定日の２週間前までに緑化施設工事完了延期認定申請書を提
出しなければならない。 

（４）前項第４号に該当する場合 

原則として、建築工事完了予定日の１ヶ月前までに工程表を添えて緑化施設工事完了延期認定
申請書を提出しなければならない。工事を完了した時点で緑化施設工事完了届を提出しなけれ
ばならない。 
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目次に戻る 

①建物の完了検査予定日から概ね１ヶ月以内に除却する建築物等が植栽予定場所に

存在する 

ために、緑化率確保が物理的に不可能な場合 

②一つの建築敷地で複数の建築工事が連続して施工されるために、中途での緑化率

確保が物理的に不可能な場合 

 

植物全般にとって極めて生育困難な自然条件であると特に市長が認めた場合 

③その他、物理的に植栽が不可能であると特に市長が認めた場合 

 

 【名古屋市の運用】 

都市緑地法第 43条には、「第 35条又は地区計画等緑化率条例の規定による規制の対象となる建

築物の新築又は増築をしようとする者は、気温その他のやむを得ない理由により建築基準法第 6条第

1項の規定による工事の完了の日までに緑化施設に関する工事(植栽工事に係るものに限る。以下こ

の条において同じ。)を完了することができない場合においては、国土交通省令で定めるところにより、

市町村長に申し出て、その旨の認定を受けることができる。」と定められています。この扱いは「建築工

事の完了間際に行われる植栽工事の施工時期に、台風や水害、大雪等、外的な要因により植栽が困

難な事象が起きた場合」などに対応するための条項です。この考え方は国土交通省が示す「都市緑地

法運用指針」に則ったものですが、最終的な運用は、法の趣旨を逸脱しない範囲内で各自治体に委

ねられています。そこで、本市では「植栽工事が物理的に不可能な場合や、植物の健全な生育が極め

て困難な場合」があることに配慮し、以下のように完了延期認定が受けられる条件を、定めています。

延期認定申請前に、必ず緑政土木局緑地維持課(052-972-2465)まで相談してください。なお、工程

の遅れによる建築完了検査前の緑化工事の延期は申請対象となりません。 

 

Ａ．物理的に植栽が不可能な場合 

（物理的に植栽が不可能と認められる区域に限り延期認定が受けられます） 

 

 

・確実に除却する旨の証明が必要です。 

・原則として、除却期限から１ヶ月以内に緑化施設に関する工事を完了し、かつ緑化施設工事完

了届を提出することが必要です。 

 

 

 

・引き続き行われる工事の建築確認申請の写などの提出が必要です。 

・最終の建築完了検査までに緑化施設に関する工事を完了し、かつ緑化施設工事完了確認証明

通知書の交付を受けることが必要です。 

 

 

Ｂ．植物全般にとって極めて生育困難な自然条件である場合 

（植栽以外の緑化施設（土留、園路など）は完了している必要があります） 

 

 

・酷暑や残暑が厳しい場合、渇水状態にある場合などを想定しています。酷暑、渇水状態が解消次
第、概ね 10 月 20 日までには緑化施設に関する工事を完了し、緑化施設工事完了届を提出してい
ただきます。緑化施設に関して名古屋市の検査を受けることが必要です。一方で、冬場の植栽につ
いては、寒冷紗等を使用すれば、寒冷により植物の生育が極めて困難であるとまではいえないた
め、原則、延期認定の対象にしていません。 
・園路・土留めを緑化施設に計上している場合は、その部分の完了写真の提出が必要です。 

 

C．その他のやむを得ない理由で植栽が不可能であると市長が認めた場合 

（事例毎に適否を判断しますので、建物工事の完了 1か月前までにご相談をお願いします。） 

・やむを得ない理由に該当する場合には、本格的な日本庭園等の緑化施設を築造するなど、一定 

の工期を要する場合に、建物工事の完了予定日から最長 6か月間の延期認定を行います。延期認

定申請書には緑化施設の工事工程表の添付が必要です。緑化施設に関する工事を完了した時点

で、緑化施設工事完了届を提出し、緑化施設に関して名古屋市の検査を受けることが必要です。 

 

 

 

 

 

 
① 建物の完了検査予定日から概ね1ヶ月以内に除却する建築物等が植栽予定場所に存在するために、

緑化率確保が物理的に不可能な場合 

② 一つの建築敷地で複数の建築工事が連続して施工されるために、中途での緑化率確保が物理的に 

不可能な場合 

③ その他、物理的に植栽が不可能であると特に市長が認めた場合 

建築工事の完了予定日が 8 月１日から同年 9 月 30 日までの間にある場合 
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（８）緑化施設の維持管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【都市緑地法第４４条】 

 市町村は、条例で、第35条又は地区計画等緑化率条例の規定により設けられた緑化施設の管

理の方法の基準を定めることができる。 

【緑のまちづくり条例第２５条の３】 

法第44条に規定する緑化施設の管理の方法の基準は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 緑化施設を良好な状態で維持保全するよう努めるとともに、植物を枯損状態で長期間放置し

ないこと。 

(2) 建築物その他の工作物（以下「建築物等」という。）の屋上若しくは上面又は建築物の壁面に

緑化施設を設けた場合においては、植物の生育状況及び建築物等への支障の有無を確認する

など巡回及び点検に努めること。 

(3) 施肥や農薬の使用に当たっては、関係法令を遵守すること。 

 

【名古屋市の運用】 

 建築物を適正に維持管理する義務があるように、緑化施設内で設けられた緑化についても適

正に維持管理するよう努めなければなりません。緑化に用いた植物が枯れないように管理し、ま

た枯れた場合には新たな植栽により補わなければなりません。 

 緑化技術の進歩により、建築物の屋上や壁面を緑化することが増えてきましたが、地上部の

植栽と比べて生育条件に恵まれない場合が多いので、植物の生育状況や支柱、排水などの状

況を絶えず確認することが重要です。 

 農薬の使用については、環境や安全性の観点より、記載されている希釈倍率や使用方法等

を厳守してください。 
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（９）検査・命令・罰則 

（ア）検査・命令 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【都市緑地法第３７条第１項】 

 市町村長は、第 35 条 (第 3 項を除く。)の規定又は同項の規定により許可に付され

た条件に違反している事実があると認めるときは、当該建築物の新築若しくは増築

又は維持保全をする者に対して、相当の期限を定めて、その違反を是正するために

必要な措置をとるべき旨を命ずることができる。  

【都市緑地法第３８条第１項】 

 市町村長は、前条の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところによ

り、建築物の新築若しくは増築又は維持保全をする者に対し、建築物の緑化率の

最低限度に関する基準への適合若しくは緑化施設の管理に関する事項に関し報告

させ、又はその職員に、建築物若しくはその敷地若しくはそれらの工事現場に立ち

入り、建築物、緑化施設、書類その他の物件を検査させることができる。  

【都市緑地法第３８条第２項】 

第 11条第 3項及び第 4項の規定は、前項の規定による立入検査について準用する。 

 

 
【都市緑地法第４３条第４項】 

第 37 条及び第 38 条の規定は、前項の規定の違反について準用する。  

【都市緑地法施行令第１１条第１項】 

 市町村長は、法第38条第1項(法第43条第4項において準用する場合を含む。次項において同

じ。)の規定により、緑化地域内において敷地面積が法第35条第1項の政令で定める規模以上の

建築物の新築若しくは増築又は維持保全をする者に対し、当該建築物につき、当該建築物の緑

化率の最低限度(法第35条第1項若しくは第4項の規定により当該建築物に適用される緑化率の

最低限度又は同条第3項の規定により許可の条件として付された緑化率の最低限度をいう。)に

関する基準への適合又は緑化施設の管理に関する事項に関し報告させることができる。 

【都市緑地法施行令第１１条第２項】 

 市町村長は、法第38条第1項の規定により、その職員に、緑化地域内における敷地面積が法

第35条第1項の政令で定める規模以上の建築物若しくはその敷地又はそれらの工事現場に立ち

入り、当該建築物、緑化施設及びこれに使用する建築材料並びに設計図書その他の関係書類

を検査させることができる。 
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【名古屋市の運用】 

良質な緑を維持するためには建築完了後も日常的な管理が必要です。そのため都市緑地法

では、都市計画において定める緑化率の最低限度の規定や適用除外許可条件に違反する事

実があると認められる場合に、市長が報告を求めることや立ち入りや検査を行うことができるほ

か、違反を是正するための措置命令を行うことができると定められています。工事完了延期認定

を受けた人が延期の原因がなくなったにも関わらず速やかに緑化を行わない場合も同様です。 

命令や検査を受ける対象は、原則、建築物の所有者です。契約により管理者が別に指定され

ている場合でも、所有者には管理者に維持保全をさせる一義的な責任があると考えます。しかし

ながら、状況を勘案し、管理者に対し、報告義務等を課す場合もあります。 
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（イ）罰則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【名古屋市の運用】 

都市緑地法では、是正命令に従わなかった場合は 1 年以下の懲役又は 50 万円以下の罰

金、報告や立ち入り検査に従わなかったり妨害をした場合は 30万円以下の罰金を処することが

できると定めています。 

罰金刑は違反行為をした個人のみならず、その使用者や雇用先にも及びます。 

【都市緑地法第７６条】 

 第 9条第 1項(第 15条において準用する場合を含む。)又は第 37条第 1項(第 43条第 4項に

おいて準用する場合を含む。)の規定による命令に違反した者は、1年以下の懲役又は 50万円

以下の罰金に処する。 

 
【都市緑地法第７８条】 

次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。 

一 第 7条第 3項（第 13条において準用する場合を含む。）又は第 8条第 5項の規定に違反し

た者 

二 第 8条第 1項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

三 第 8条第 2項の規定による都道府県知事等の命令又は第 72条の規定による市町村長の命

令に違反する行為をした者 

四 第 11条第 1項（第 19条において読み替えて準用する場合を含む。）、第 38条第 1項（第

43条第 4項において準用する場合を含む。）又は第 63条の規定による報告をせず、又は虚偽

の報告をした者 

五 第 11条第 2項（第 19条において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による立入検査

若しくは立入調査又は第 38条第 1項（第 43条第 4項において準用する場合を含む。）の規

定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

【都市緑地法第７９条】 

法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業

務又は財産に関して前 3 条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対

して各本条の罰金刑を科する。 
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【名古屋市の運用】 

名古屋市では、地区計画における緑化率の規制に関して、「名古屋市地区計画等の区域内

における建築物の制限に関する条例」で、是正命令に従わなかった場合、報告や立ち入り検査

に従わなかったり、妨害をしたりした場合に、30 万円以下の罰金に処することができると定めて

います。 

罰金刑は違反行為をした個人のみならず、その使用者や雇用先にも及びます。 

【都市緑地法第８０条】 

 地区計画等緑地保全条例、地区計画等緑化率条例又は第 44 条の規定に基づく条例には、こ

れに違反した者に対し、30万円以下の罰金に処する旨の規定を設けることができる。 

【名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例第１５条の２】 

 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。 

(1) 第８条の４第１項の規定による命令に違反した者 

(2) 第８条の５第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による

立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 
 

【名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例第１６条】 

 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人の業務

に関して、前条の違反行為をした場合においては、その行為者を罰する外、その法人又は人に対

しても、同条の刑を科する。 

 



27 
目次に戻る 

２．関係条文 

２-1 都市緑地法（抜粋）（最終改正：令和 3年 5月 10日法律第 31号） 

第四章 緑化地域等 

第一節 緑化地域 

（緑化地域に関する都市計画） 

第三十四条 都市計画区域内の都市計画法第八条第一項第一号に規定する用途地域が定められた土地の区域

のうち、良好な都市環境の形成に必要な緑地が不足し、建築物の敷地内において緑化を推進する必要があ

る区域については、都市計画に、緑化地域を定めることができる。 

２ 緑化地域に関する都市計画には、都市計画法第八条第三項第一号及び第三号に掲げる事項のほか、建築

物の緑化施設（植栽、花壇その他の緑化のための施設及び敷地内の保全された樹木並びにこれらに附属し

て設けられる園路、土留その他の施設（当該建築物の空地、屋上その他の屋外に設けられるものに限

る。）をいう。以下この章において同じ。）の面積の敷地面積に対する割合（以下「緑化率」という。）

の最低限度を定めるものとする。 

３ 前項の都市計画において定める建築物の緑化率の最低限度は、十分の二・五を超えてはならない。 

 

（緑化率） 

第三十五条 緑化地域内においては、敷地面積が政令で定める規模以上の建築物の新築又は増築（当該緑化

地域に関する都市計画が定められた際既に着手していた行為及び政令で定める範囲内の増築を除く。以下

この節において同じ。）をしようとする者は、当該建築物の緑化率を、緑化地域に関する都市計画におい

て定められた建築物の緑化率の最低限度以上としなければならない。当該新築又は増築をした建築物の維

持保全をする者についても、同様とする。 

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適用しない。 

一 その敷地の周囲に広い緑地を有する建築物であつて、良好な都市環境の形成に支障を及ぼすおそれが

ないと認めて市町村長が許可したもの 

二 学校その他の建築物であつて、その用途によつてやむを得ないと認めて市町村長が許可したもの 

三 その敷地の全部又は一部が崖地である建築物その他の建築物であつて、その敷地の状況によつてやむ

を得ないと認めて市町村長が許可したもの 

３ 市町村長は、前項各号に規定する許可の申請があつた場合において、良好な都市環境を形成するため必

要があると認めるときは、許可に必要な条件を付することができる。 

４ 建築物の敷地が、第一項の規定による建築物の緑化率に関する制限が異なる区域の二以上にわたる場合

においては、当該建築物の緑化率は、同項の規定にかかわらず、各区域の建築物の緑化率の最低限度（建

築物の緑化率に関する制限が定められていない区域にあつては、零）にその敷地の当該区域内にある各部

分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて得たものの合計以上でなければならない。 
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（一の敷地とみなすことによる緑化率規制の特例） 

第三十六条 建築基準法第八十六条第一項から第四項まで（これらの規定を同法第八十六条の二第八項にお

いて準用する場合を含む。）の規定により一の敷地とみなされる一団地又は一定の一団の土地の区域内の

建築物については、当該一団地又は区域を当該建築物の一の敷地とみなして前条の規定を適用する。 

 

（違反建築物に対する措置） 

第三十七条 市町村長は、第三十五条（第三項を除く。）の規定又は同項の規定により許可に付された条件

に違反している事実があると認めるときは、当該建築物の新築若しくは増築又は維持保全をする者に対し

て、相当の期限を定めて、その違反を是正するために必要な措置をとるべき旨を命ずることができる。 

２ 国又は地方公共団体（港湾法に規定する港務局を含む。以下この項において同じ。）の建築物について

は、前項の規定は、適用しない。この場合において、市町村長は、国又は地方公共団体の建築物が第三十

五条（第三項を除く。）の規定又は同条第三項の規定により許可に付された条件に違反している事実があ

ると認めるときは、その旨を当該建築物を管理する機関の長に通知し、前項に規定する措置をとるべき旨

を要請しなければならない。 

 

（報告及び立入検査） 

第三十八条 市町村長は、前条の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、建築物の

新築若しくは増築又は維持保全をする者に対し、建築物の緑化率の最低限度に関する基準への適合若しく

は緑化施設の管理に関する事項に関し報告させ、又はその職員に、建築物若しくはその敷地若しくはそれ

らの工事現場に立ち入り、建築物、緑化施設、書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第十一条第三項及び第四項の規定は、前項の規定による立入検査について準用する。 

 

第二節 地区計画等の区域内における緑化率規制 

第三十九条 市町村は、地区計画等の区域（地区整備計画、特定建築物地区整備計画（密集市街地における

防災街区の整備の促進に関する法律第三十二条第二項第一号に規定する特定建築物地区整備計画をい

う。）、防災街区整備地区整備計画、歴史的風致維持向上地区整備計画又は沿道地区整備計画において建

築物の緑化率の最低限度が定められている区域に限る。）内において、当該地区計画等の内容として定め

られた建築物の緑化率の最低限度を、条例で、建築物の新築又は増築及び当該新築又は増築をした建築物

の維持保全に関する制限として定めることができる。 

２ 前項の規定に基づく条例（以下「地区計画等緑化率条例」という。以下同じ。）による制限は、建築物

の利用上の必要性、当該区域内における土地利用の状況等を考慮し、緑化の推進による良好な都市環境の

形成を図るため、合理的に必要と認められる限度において、政令で定める基準に従い、行うものとする。 

３ 地区計画等緑化率条例には、第三十七条及び前条の規定の例により、違反是正のための措置並びに報告

の徴収及び立入検査をすることができる旨を定めることができる。 

 

第三節 雑則 

（緑化施設の面積の算出方法） 

第四十条 建築物の緑化率の算定の基礎となる緑化施設の面積は、国土交通省令で定めるところにより算出

するものとする。 
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（建築基準関係規定） 

第四十一条 第三十五条、第三十六条及び第三十九条第一項の規定は、建築基準法第六条第一項に規定する

建築基準関係規定（以下単に「建築基準関係規定」という。）とみなす。 

 

（制限の特例） 

第四十二条 第三十五条及び第三十九条第一項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物について

は、適用しない。 

一 建築基準法第三条第一項各号に掲げる建築物 

二 建築基準法第八十五条第一項又は第二項に規定する応急仮設建築物であつて、その建築物の工事を完

了した後三月以内であるもの又は同条第三項の許可を受けたもの 

三 建築基準法第八十五条第二項に規定する工事を施工するために現場に設ける事務所、下小屋、材料置

場その他これらに類する仮設建築物 

四 建築基準法第八十五条第五項又は第六項の許可を受けた建築物 

 

（緑化施設の工事の認定） 

第四十三条 第三十五条又は地区計画等緑化率条例の規定による規制の対象となる建築物の新築又は増築を

しようとする者は、気温その他のやむを得ない理由により建築基準法第六条第一項の規定による工事の完

了の日までに緑化施設に関する工事（植栽工事に係るものに限る。以下この条において同じ。）を完了す

ることができない場合においては、国土交通省令で定めるところにより、市町村長に申し出て、その旨の

認定を受けることができる。 

２ 建築基準法第七条第四項に規定する建築主事等又は同法第七条の二第一項の規定による指定を受けた者

は、前項の認定を受けた者に対し、その検査に係る建築物及びその敷地が、緑化施設に関する工事が完了

していないことを除き、建築基準関係規定に適合していることを認めた場合においては、同法第七条第五

項又は第七条の二第五項の規定にかかわらず、これらの規定による検査済証を交付しなければならない。 

３ 前項の規定による検査済証の交付を受けた者は、第一項のやむを得ない理由がなくなつた後速やかに緑

化施設に関する工事を完了しなければならない。 

４ 第三十七条及び第三十八条の規定は、前項の規定の違反について準用する。 

 

（緑化施設の管理） 

第四十四条 市町村は、条例で、第三十五条又は地区計画等緑化率条例の規定により設けられた緑化施設の

管理の方法の基準を定めることができる。 

 

第九章 罰則 

第七十六条 第九条第一項（第十五条において準用する場合を含む。）又は第三十七条第一項（第四十三条

第四項において準用する場合を含む。）の規定による命令に違反した者は、一年以下の懲役又は五十万円

以下の罰金に処する。 

 



30 
目次に戻る 

第七十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十四条第一項の規定に違反した者 

二 第十四条第三項の規定により許可に付された条件に違反した者 

第七十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第七条第三項（第十三条において準用する場合を含む。）又は第八条第五項の規定に違反した者 

二 第八条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

三 第八条第二項の規定による都道府県知事等の命令又は第七十二条の規定による市町村長の命令に違反

する行為をした者 

四 第十一条第一項（第十九条において読み替えて準用する場合を含む。）、第三十八条第一項（第四十

三条第四項において準用する場合を含む。）又は第六十三条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告

をした者 

五 第十一条第二項（第十九条において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による立入検査若しく

は立入調査又は第三十八条第一項（第四十三条第四項において準用する場合を含む。）の規定による立

入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

第七十九条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務

又は財産に関して前三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本条

の罰金刑を科する。 

第八十条 地区計画等緑地保全条例、地区計画等緑化率条例又は第四十四条の規定に基づく条例には、これ

に違反した者に対し、三十万円以下の罰金に処する旨の規定を設けることができる。 

  



31 
目次に戻る 

２-2 都市緑地法施行令（抜粋）（最終改正：平成 29年 6月 14日政令第 158号） 

 

（緑化率の規制の対象となる敷地面積の規模） 

第九条 法第三十五条第一項の政令で定める規模は、千平方メートルとする。ただし、土地利用の状況によ

り、建築物の敷地内において緑化を推進することが特に必要であると認められるときは、市町村は、条例

で、区域を限り、三百平方メートル以上千平方メートル未満の範囲内で、その規模を別に定めることがで

きる。 

 

（緑化率の規制の対象とならない増築の範囲） 

第十条 法第三十五条第一項の政令で定める範囲は、増築後の建築物の床面積（建築基準法施行令（昭和二

十五年政令第三百三十八号）第二条第一項第三号の床面積をいう。以下同じ。）の合計が緑化地域に関す

る都市計画が定められた日における当該建築物の床面積の合計の一・二倍を超えないこととする。 

 

（報告及び立入検査） 

第十一条 市町村長は、法第三十八条第一項（法第四十三条第四項において準用する場合を含む。次項にお

いて同じ。）の規定により、緑化地域内において敷地面積が法第三十五条第一項の政令で定める規模以上

の建築物の新築若しくは増築又は維持保全をする者に対し、当該建築物につき、当該建築物の緑化率の最

低限度（法第三十五条第一項若しくは第四項の規定により当該建築物に適用される緑化率の最低限度又は

同条第三項の規定により許可の条件として付された緑化率の最低限度をいう。）に関する基準への適合又

は緑化施設の管理に関する事項に関し報告させることができる。 

２ 市町村長は、法第三十八条第一項の規定により、その職員に、緑化地域内における敷地面積が法第三十

五条第一項の政令で定める規模以上の建築物若しくはその敷地又はそれらの工事現場に立ち入り、当該建

築物、緑化施設及びこれに使用する建築材料並びに設計図書その他の関係書類を検査させることができ

る。 

 

（地区計画等緑化率条例による制限） 

第十二条 法第三十九条第二項の地区計画等緑化率条例（以下この条において「地区計画等緑化率条例」と

いう。）による建築物の緑化率の最低限度は、十分の二・五を超えないものとする。 

２ 地区計画等緑化率条例には、次に掲げる建築物の緑化率の最低限度に関する制限の適用の除外に関する

規定を定めるものとする。 

一 敷地面積が一定規模未満の建築物の新築及び増築についての適用の除外に関する規定 

二 地区計画等緑化率条例の施行の日において既に着手していた行為についての適用の除外に関する規定 

三 増築後の建築物の床面積の合計が地区計画等緑化率条例の施行の日における当該建築物の床面積の合

計の一・二倍を超えない建築物の増築についての適用の除外に関する規定 

四 法第三十五条第二項の規定の例による同項の建築物についての適用の除外に関する規定 
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２-3 都市緑地法施行規則（抜粋）（最終改正：令和 2年 12月 23日省令 98号） 

 

（建築物の緑化率の算定の基礎となる緑化施設の面積） 

第九条 法第四十条の緑化施設の面積は、次の各号に掲げる緑化施設の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める方法により算出した面積の合計とする。 

一 建築物の外壁に整備された緑化施設 緑化施設が整備された部分の鉛直投影面積の合計 

二 前号に掲げる緑化施設以外の緑化施設 次に掲げる緑化施設の区分に応じ、それぞれ次に定める方法

により算出した面積の合計 

イ 樹木 次のいずれかの方法により算出した面積の合計 

(1) 樹木ごとの樹冠（その水平投影面が他の樹冠の水平投影面と一致する部分を除く。）の水平投

影面積の合計 

(2) 樹木（高さ一メートル以上のものに限る。以下(2)において同じ。）ごとの樹冠の水平投影面に

ついて、次の表の上欄に掲げる樹木の高さに応じてそれぞれ同表の下欄に掲げる半径をその半径

とし、当該樹木の幹の中心をその中心とする円とみなして算出した当該円（その水平投影面が他

の樹木の幹の中心をその中心とする円とみなしてその水平投影面積を算出した当該円の水平投影

面又は(1)の樹冠の水平投影面と一致する部分を除く。）の水平投影面積の合計 

樹木の高さ 半径 

一メートル以上二・五メートル未満 一・一メートル 

二・五メートル以上四メートル未満 一・六メートル 

四メートル以上 二・一メートル 

(3) 敷地内の土地又はその土地に存する建築物その他の工作物のうち樹木が生育するための土壌そ

の他の資材で表面が被われている部分であつて、次に掲げる条件に該当するもの（その水平投影

面が(1)の樹冠の水平投影面又は(2)の円の水平投影面と一致する部分を除く。）の水平投影面積

の合計 

(i) 当該被われている部分に植えられている樹木の本数が、次に掲げる式を満たすものであるこ

と。 

A≦18T１＋10T２＋４T３＋T４ 

（この式において、A、T１、T２、T３、T４は、それぞれ次の数値を表すものとする。 

A 当該部分の水平投影面積（単位 平方メートル） 

T１ 高さが四メートル以上の樹木の本数 

T２ 高さが二・五メートル以上四メートル未満の樹木の本数 

T３ 高さが一メートル以上二・五メートル未満の樹木の本数 

T４ 高さが一メートル未満の樹木の本数 

(ii) (i)の樹木が当該部分の形状その他の条件に応じて適切な配置で植えられていること。 
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ロ 芝その他の地被植物 敷地内の土地又はその土地に存する建築物その他の工作物のうち芝その他の

地被植物で表面が被われている部分（その水平投影面がイの規定によりその水平投影面積を算出した

水平投影面と一致する部分を除く。）の水平投影面積 

ハ 花壇その他これらに類するもの 敷地内の土地又はその土地に存する建築物その他の工作物のうち

草花その他これらに類する植物が生育するための土壌その他の資材で表面が被われている部分（その

水平投影面がイ又はロの規定によりその水平投影面積を算出した水平投影面と一致する部分を除

く。）の水平投影面積 

ニ 水流、池その他これらに類するもの 敷地内の土地又はその土地に存する建築物その他の工作物の

うち水流、池その他これらに類するものの存する部分（その水平投影面がイからハまでの規定により

その水平投影面積を算出した水平投影面と一致する部分を除き、樹木、植栽等と一体となつて自然的

環境を形成しているものに限る。）の水平投影面積 

ホ 前号の施設又はイからニまでの施設に附属して設けられる園路、土留その他の施設 当該施設（そ

の水平投影面がイからニまでの規定によりその水平投影面積を算出した水平投影面と一致する部分を

除き、前号及びイからニまでの規定により算出した面積の合計の四分の一を超えない部分に限る。）

の水平投影面積 

 

（緑化施設の工事の認定の手続） 

第十条 法第四十三条第一項の規定による認定を受けようとする者は、別記様式第二による申請書に次の表

に掲げる図書並びに建築基準法第六条第一項又は第六条の二第一項の確認済証の写しを添えて、これらを

市町村長に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（建築物の緑化率の最低限度に関する証明書の交付） 

第二十九条 建築基準法第六条第一項又は第六条の二第一項の規定による確認済証の交付を受けようとする

者は、その計画が法第三十五条若しくは第三十六条の規定又は法第三十九条第二項の地区計画等緑化率条

例の規定に適合していることを証する書面の交付を市町村長に求めることができる。 

 

図書の種類 明示すべき事項 

付近見取図 方位、道路及び目標となる地物 

配置図 縮尺、方位、敷地の境界線、敷地内における建築物の位置並びに既存の

緑化施設の位置及び種別、整備する緑化施設の配置及び種別並びに当該

整備する緑化施設のうち建築基準法第六条第一項の規定による工事の完

了の日までに当該整備する緑化施設に関する工事を完了することができ

ないものの配置及び種別並びに前条の規定により算出された緑化施設の

面積及び当該整備する緑化施設のうち同項の規定による工事の完了の日

までに当該整備する緑化施設に関する工事を完了することができないも

のの面積 
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２-4 緑のまちづくり条例（抜粋） 

 

第五章 緑の創出に関する施策  

第一節 緑化地域等 

（緑化率の規制の対象となる敷地面積の規模） 

第 23 条 都市緑地法施行令（昭和 49 年政令第 3号。以下「政令」という。）第 9条ただし書に規定

する緑化率（法第 34条第 2 項に規定する緑化率をいう。以下同じ。）の規制の対象となる敷地面積

の規模は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第 53条第 1項の規定による建築物の建蔽率（同項に規

定する建蔽率をいう。以下同じ。）の最高限度が 10分の 6以下の区域内にあっては、300平方メ

ートル。ただし、建築基準法第 53条第 3項又は第 4項の規定により、建蔽率の最高限度が 10分

の 6を超える建築物にあっては、500 平方メートル 

(2) 建蔽率の最高限度が 10 分の 6を超える区域内にあっては、500 平方メートル 

 2 建築物の敷地が、前項各号の区域にわたる場合においては、敷地の過半の属する区域に係る前項

の規定を適用する。 

  

(市の施設の緑化) 

第 24 条 市は、市が設置し、又は管理する道路、河川、公園、庁舎等の公共用又は公用の施設の緑化

に努めるものとする。 

2 法第 35条の規定による規制の対象となる建築物のうち、市が設置する建築物の緑化率の最低限度

は、都市計画において定められた建築物の緑化率の最低限度（法第 35条第 4項の規定が適用される

場合にあっては、同項の規定により定められた建築物の緑化率の最低限度）の数値に規則で定める

数値を加えたものとする。 

 

（緑化施設の工事の完了の届出） 

第 25 条 法第 35 条の規定による規制の対象となる建築物の新築又は増築（同条第 1項に規定する新

築又は増築をいう。第 26条において同じ。）をしようとする者は、緑化施設（法第 34条第 2項に規

定する緑化施設をいう。以下同じ。）に関する工事を完了したときは、規則で定めるところにより、

遅滞なく、その旨を市長に届け出なければならない。 

2 前項の規定は、名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例（平成 5年名古屋

市条例第 41 号。以下「地区計画条例」という。）第 8 条の 3の規定による規則の対象となる建築物

の新築又は増築の場合に準用する。 

 

（緑化施設の工事の完了を証する書面の交付） 

第 25 条の 2 市長は、前条第 1項（同条第 2項において準用する場合も含む。）の届出があった場合

において、当該建築物の緑化率が、法第 35条又は第 36 条の規定に適合していると認めたときは、

規則で定めるところにより、当該届出をした者に対し、その旨を証する書面を交付するものとす

る。 
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（緑化施設の管理） 

第 25 条の 3 法第 44条に規定する緑化施設の管理の方法の基準は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 緑化施設を良好な状態で維持保全するよう努めるとともに、植物を枯損状態で長期間放置しな

いこと。 

(2) 建築物の屋上又は壁面に緑化施設を設けた場合においては、植物の生育状況及び建築物等への

支障の有無を確認するなど巡回、点検に努めること。 

(3) 施肥、農薬等の使用にあたっては、関係法令を遵守すること。 

 

（条例による緑化率の規制） 

第 26 条 都市計画に緑化地域が定められていない区域において、建築物（敷地面積が 1,000㎡未満の

ものを除く。）の新築又は増築をしようとする者は、当該建築物の緑化率を 10分の 2以上としなけ

ればならない。当該新築又は増築をした建築物の維持保全をする者についても、同様とする。 

2 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当すると市長が認めた建築物については、適用しない。 

(1) その敷地の周囲に広い緑地を有し、良好な都市環境の形成に支障を及ぼすおそれがないもの 

(2) その用途又は敷地の状況によってやむを得ないもの 

3 市長は、第１項の規定する建築物が、同項の規定に適合していると認めたときは、規則で定めると

ころにより、その旨を認証するものとする。 

4 第１項の規定が適用される場合においては、法第 40条並びにこの条例第 23 条第２項、第 24 条第

２項及び前３条の規定を準用する。 

 

（立入調査） 

第 45 条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、関係人に対し、必要な報告を求め、または

資料を提出させることができる。 

2 市長は、この条例の施行に必要な限度において、当該職員に、必要と認める場所に立ち入り、必要

な帳簿書類、施設その他の物件を調査することができる。 

3 前項の規定により、立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があっ

たときは、これを提示しなければならない。 

4 第 2 項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

附 則（平成20年条例第28号） 

１  この条例は、平成20年10月31日から施行する。 

２  この条例の施行の際現にこの条例による改正前の緑のまちづくり条例第26条第1項の規定による協議を

行い、新築又は増築に着手している建築物については、なお従前の例による。 

附 則（平成21年条例第41号） 

この条例は、平成21年10月31日から施行する。 

附 則 （平成29年条例第50号） 

1 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第23条第1 項第1 号、第24条第2 項及び第26条の改正

規定並びに次項の規定は、平成30年4 月1 日から施行する。 

2 この条例の施行の際現にこの条例による改正前の緑のまちづくり条例（以下「旧条例」という。）第23

条第1項の規定により緑化率の規制の対象とならない建築物であって、新築又は増築に着手しているもの

及び旧条例第26条第4項の規定による認証を受けている建築物については、なお従前の例による。
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２-5 緑のまちづくり条例施行細則（抜粋） 
 

第三章 緑の創出に関する施策  

第１節 緑化地域等 

（緑化率適合証明） 

第18条 省令第29条の規定による証明を受けようとする者は、緑化率適合証明等申請書（第11号様式）、

緑 化施設概要書（第12号様式。以下「概要書」という。）及び別表第 2 に掲げる図書（写真及び撮影

位置図を除く。）それぞれ 2 部を市長に提出しなければならない。 

 2  省令第29条の規定による証明は、緑化率適合証明等通知書（第12号様式の2 ）を申請者に交付するこ

とによって行うものとする。 

 

（緑化率の規制の適用除外許可） 

第19条 法第35条第 2項各号又は名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例（平成 

5 年名古屋市条例第41号。以下「地区計画条例」という。）第8 条の 3 第 2 項第 3 号から第 5 号までの

規定による許可を受けようとする者は、緑化率規制適用除外許可等申請書（第12号様式の 3 ）、概要書

及び別表第 2 に掲げる図書（写真及び撮影位置図を除く。）それぞれ 2 部を市長に提出しなければなら

ない。 

 2  法第35条第 2 項各号又は地区計画条例第8条の3第2項第3号から第5号までの規定による許可は、緑化

率規制適用除外許可等通知書（第12号様式の 4 ）を申請者に交付することによって行うものとする。 

  第20条 削除 

   

（緑化施設の工事の認定） 

第20条の2 法第43条第 1 項の規定による認定を受けようとする者は、省令第10条に規定する申請書、概

要書及び同条の表に掲げる図書それぞれ 3 部並びに別表第2に掲げる図書のうち写真及び撮影位置図そ

れぞれ1部に同条に規定する確認済証の写しを添えて、市長に提出しなければならない。 

2 法第43条第 1 項の規定による認定は、緑化施設工事完了延期認定通知書（第12号様式の 5 ）を申請者

に交付することによって行うものとする。 

 

（申請取下届） 

第20条の 3 第18条第1 項、第19条第1項又は前条第1項の規定による申請を取り下げようとする者は、申

請取下届（第12号様式の 6 ） 2 部を市長に提出しなければならない。 

 

（申請書等記載事項変更届） 

第20条の 4  第18条第2項、第19条第2項又は第20条の2第2 項の規定による通知書の交付を受けた者は、

当該通知書の交付に係る工事を完了する前に、その申請書及び添付図書に記載した事項を変更しよう

とするときは、あらかじめ申請書等記載事項変更届（第12号様式の 7 ） 2 部を市長に提出しなければな

らない。 

 2  市長は、必要があると認めるときは、前項の申請書等記載事項変更届について参考となる資料の提出

を求めることができる。 

 

（工事取止届） 

第20条の 5  第18条第2項又は第19条第2項の規定による通知書の交付を受けた者は、当該通知書の交付

に係る工事を取り止めたときは、遅滞なく 、工事取止届（第12号様式の 8 ）2 部を市長に提出しなけれ

ばならない。 

 

（条例第24条第 2 項の規則で定める数値） 

第20条の 6  条例第24条第2項の規則で定める数値は、10分の 0.5 とする。 
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（緑化施設の工事の完了の届出） 

第20条の 7  条例第25条（条例第26条第4項において準用する場合を含む。 ）の規定による届出は、緑化

施設工事完了届（第12号様式の 9 ）、概要書及び別表第 2 に掲げる図書（付近見取図並びに写真及び撮

影位置図を除く。）それぞれ 3 部（法第43条第1項の規定による認定を受けた場合又は条例第26条第4項

において準用する場合にあっては、それぞれ2部）並びに別表第2に掲げる図書のうち写真及び撮影位置

図それぞれ1部を市長に提出することによって行うものとする。 

 2  条例第25条の 2 （条例第26条第5項において準用する場合を含む。 ）の規定による証明は、緑化施設

工事完了確認証明通知書（第12号様式の10）を届出者に交付することによって行うものとする。 

 

（準用） 

第20条の 8  条例第26条第1項の規定が適用される場合においては、第18条、第19条及び第20条の 2 から

第20条の 4 までの規定を準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

 

第18条 省令第29条の規定による証明 条例第26条第3項の規定による認証 

第19条第１項 

法第35条第2項各号又は名古屋市地区

計画等の区域内における建築物の制

限に関する条例（平成5年名古屋市条

例第41号。以下「地区計画条例」とい

う。）第8条の3第2項第3号から第5号

までの規定による許可 

条例第26条第2項の規定による認定 

第19条第2項 

法第35条第2項各号又は地区計画条例

第8条の3第2項第3号から第5号までの

規定による許可 

条例第26条第2項の規定による認定 

第20条の 3  
第18条第1項、第19条第1項又は前条第

1項 

第20条の 7 の規定において準用する第

18条第1項又は第19条第1項 

第20条の 4  
第18条第2項、第19条第2項又は第20条 

第2項 

第20条の 7 の規定において準用する第

18条第2項又は第19条第2項 

第20条の 5  第18条第 2 項又は第19条第 2 項 
第20条の 7 の規定において準用する第

18条第2項又は第19条第2項 

 

 

 

 

附 則（平成20年規則第98号） 

1  この規則は、平成20年10月31日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

2  この規則の規定による緑化率適合証明の申請その他緑化率の規制の対象となる建築物の新築又は増築を

しようとするために必要な手続は、この規則の施行前においても行うことができる。 

附 則（平成21年規則第107号） 

1  この規則は、平成21年10月31日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

2  この規則による改正後の緑のまちづくり条例施行細則（以下「新規則」という。）の規定による緑化率適

合証明の申請その他緑化率の規制の対象となる建築物の新築又は増築をしようとするために必要な手続は、

この規則の施行前においても行うことができる。 

3  この規則の施行の際既に着手していた建築物の新築又は増築については、新規則第19条の２の規定は適

用しない。 
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附 則 

1 この規則は、公布の日から施行する。ただし、第19条の改正規定、第19条の2 を削る改正規定、第20条、

第20条の7 、第20条の8 、第11号様式及び第12号様式の2 から第12号様式の4 までの改正規定並びに次

項及び附則第3 項の規定は、平成30年4 月1 日から施行する。 

2 この規則の施行の際現にこの規則による改正前の緑のまちづくり条例施行細則（以下「旧規則」という。）

の規定に基づいて提出されている申請書は、この規則による改正後の緑のまちづくり条例施行細則（以

下「新規則」という。）の規定に基づいて提出されたものとみなす。 

3 この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて交付されている通知書は、新規則の規定に基づいて交付

されたものとみなす。 

附 則（令和元年規則第3号） 

1  この規則は、建築基準法の一部を改正する法律（平成30年法律第67号）の施行の日から施行する。ただ

し、次項の規定は、公布の日から施行する。 

2  この規則の施行の際現にこの規則による改正前の緑のまちづくり条例施行細則の規定に基づいて提出さ

れている申請書は、この規則による改正後の緑のまちづくり条例施行細則の規定に基づいて提出された

ものとみなす。 

附 則(令和元年規則第11号) 

この規則は、令和元年7月1日から施行する。 

附 則(令和2年規則第95号) 

この規則は、令和2年7月1日から施行する。 

附 則(令和2年規則第123号) 

この規則は、令和2年12月1日から施行する。 

 

別表第 2  （第18条第1項、第19条第1項、第20条の2第1項、第20条の7第1項関係） 

図書の種類 明示すべき事項 

付近見取図 方位、道路、用途地域等及び目標となる地物 

配置図 
縮尺、方位、敷地の境界線、敷地内における建築物の

位置並びに緑化施設の配置、種別及び面積 

求積図及び求積表 緑化施設の面積の算出根拠 

個別詳細図 

（屋上緑化の場合は断面図、壁面緑化の場

合は立面図及び断面図、補助資材を使用す

る場合はその仕様が確認できる図書） 

緑化施設の詳細 

写真及び撮影位置図 緑化施設の位置、撮影位置及び撮影方向 
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２-６ 名古屋市緑化地域制度実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、都市緑地法（昭和４８年法律第７２号。以下「法」という。）及び緑のまちづくり条例

（平成１７年名古屋市条例第３９号。以下「条例」という。）に基づく緑化地域制度の実施に際し、運用

上必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 「屋外」とは、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第２条第１項第２号に示される建

築面積（以下「建築面積」という）に算入されない部分をいう。 

２ 前項のほか、次の各号に該当する部分についても「屋外」とする。 

（１）植栽面の上部に５ｍ以上の空間が確保された建築面積に算入されない部分と連続する建築面積算定区

域界の内側１ｍ以内の部分。 

（２）植栽面の上部に１０ｍ以上の空間が確保された建築面積に算入されない部分と連続する建築面積算定

区域界の内側２ｍ以内の部分。 

３ 「建築物の外壁」とは、建築物の屋内と屋外を区別する壁のうち、屋外に面している部分をいい、常に

風雨にさらされている部分とする。 

４ 「建築物の外壁に準ずるもの」とは、次の各号に該当するものをいう。 

（１）ベランダやバルコニーの壁面及びその壁面を結ぶ面 

（２）軒、庇等から概ね鉛直方向に地面へ下ろした面 

（３）建築物と一体となったからぼり(ドライエリア)の周壁 

（４）建築物の外壁から（屋上の場合は外周のパラペット）から５０ｃｍ以内に概ね直立に整備された構造

物（ただし免震構造の建築物においてはこの限りではない） 

（５）屋上に設置された設備機器の周囲の目隠し壁 

５ 「壁面緑化」とは、建築物の外壁及び建築物の外壁に準ずるものの屋外に面した部分に、建築物と一体

的に恒久性のある緑化施設を整備することをいう。 

６ 「樹冠の水平投影面積」とは、樹木の枝により形づくられる外郭線（一部の突出した枝は含まない。）

に囲まれた部分を水平面に投影した面積をいう。 

７ 「樹木の高さ」とは、植え付け時において樹木の樹冠の頂端（一部の突出した枝は含まない。）から根

鉢の上端までの垂直高をいう。 

８ 「高木」とは、樹木の高さが４．０ｍ以上の樹木をいう。 

９ 「中高木」とは、樹木の高さが２．５ｍ以上４．０ｍ未満の樹木をいう。 

10 「中木」とは、樹木の高さが１．０ｍ以上２．５ｍ未満の樹木をいう。 

11 「低木」とは、樹木の高さが１．０ｍ未満の樹木及びタケ類をいう。 

12 「植栽基盤」とは、樹木、芝、その他の地被植物が生育するための土壌その他の資材で表面が被われて

おり、都市緑地法施行規則（昭和４９年建設省令第１号。以下「省令」という。）第９条に定める面積以上

の植栽がされている部分で、敷地の他の部分と区分けされているものをいう。 

13 「緑化駐車場」とは、駐車場としての用途を兼ねる緑地をいう。 

14 「緑化面積」とは、省令第９条における「緑化施設の面積」をいう。 
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15 「エスパリエ」とは、樹木を壁面や塀などに誘引して緑化する手法をいう。 

16 「水流等」とは省令第９条第２号ニに規定する緑化施設で、自然的景観を有し、常時表面が水面に覆わ

れている部分をいう。 

17 「園路等」とは省令第９条第２号ホに規定する緑化施設で、省令第９条第１号又は第２号イからニまで

に規定する緑化施設に付随する部分をいう。なお、園路等に該当するものは、主たる目的が緑化施設の利

用のための園路及び小規模な広場並びに緑化施設の維持管理のための土留、縁石、護岸、排水施設及び散

水施設とする。 

 

（制限の異なる区域に敷地がまたがる場合の緑化率の最低限度） 

第３条 建築物の敷地が、法第３４条に規定される緑化地域と、条例第２６条に規定される緑化率が制限さ

れる区域にわたる場合においては、当該建築物の緑化率は、これらの規定にかかわらず、各区域の建築物

の緑化率の最低限度にその敷地の当該区域内にある各部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて得たも

のの合計以上でなければならない。 

 

（適用除外物件） 

第４条 次の各号に掲げる建築物は、当該各号に定めるとおりとする。 

 （１）法第３５条第２項第１号の建築物 

都市公園法に規定する公園施設及び占用の許可を受けた建築物 

 （２）法第３５条第２項第２号の建築物 

学校、工場等及び交通関連施設 

 （３）法第３５条第２項第３号の建築物 

敷地の全部又は一部が地山状態において高低差５ｍ以上かつ勾配３０度以上の崖地がある敷地内の

建築物 

２ 法第３５条第３項の許可に付する条件は、次の各号に掲げる場合、当該各号に定めるとおりとする。た

だし、工場立地法の対象となる工場が工場立地法受理書の交付を受けた場合は、第２号に定める条件は付

さないものとする。 

 （１）前項第１号の建築物の場合 

事例ごとに判断する。 

 （２）前項第２号の建築物の場合 

次の表の左欄に掲げる建築用途に応じたそれぞれ同表の右欄に掲げる除外物件の水平投影面積を敷

地全体から控除した残りの敷地面積に対して、規定の緑化率の最低限度を満たさなければならない。 
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建築用途 
除外物件 

（法令で離隔エリアが定められているものはその面積も含む） 

学校等 
○グラウンド 

○屋外プール 

工場等 

○軌道敷 

○煙突、パイプラック、廃棄物処理施設、クレーン、変電施設などの固定設備 

○高圧ガス保安法に規定する高圧ガス製造所など 

○ガス事業法に規定するガス工作物など 

○消防法や液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則に規

定する危険物貯蔵所など 

○港湾法に規定する外郭施設 

交通関連施設 

○鉄道事業法に規定する軌道など 

○軌道法に規定する軌道など 

○道路法に規定する一般交通の用に供する道や道路附属物など 

○自動車運送事業の営業所・転回所における車路および駐車場（大型車が利用する

ものに限る）  

（３）前項第３号の建築物の場合 

地山状態の高低差 5ｍ以上かつ勾配３０度以上の崖地においては水平投影面積を敷地全体から控除し

た残りの敷地面積に対して、規定の緑化率の最低限度を満たさなければならない。 

３ 法第３５条第３項の許可に付する条件が無い場合は、条例第２５条に規定する緑化施設の工事の完了の

届出を省略することができる。 

 

（緑化施設工事完了延期認定） 

第５条 法第４３条第１項に規定する「気温その他のやむを得ない理由により建築基準法（昭和２５年法律

第２０１号）第６条第１項の規定による工事の完了の日までに緑化施設に関する工事を完了することがで

きない場合」とは、次の各号のいずれかに該当する場合をいう。 

 （１）建物の完了検査予定日から概ね 1 ヶ月以内に除却する建築物等が植栽予定場所に存在するために、

緑化率確保が物理的に不可能な場合 

 （２）一つの建築敷地で複数の建築工事が連続して施工されるために、中途での緑化率確保が物理的に不

可能な場合 

 （３）その他、物理的に植栽が不可能又は植物全般にとって極めて生育困難な自然条件であると特に市長

が認めた場合 

（４）その他のやむを得ない理由により緑化施設に関する工事が完了できない場合 

２ 次の各号に掲げる場合、当該各号に定めるとおりとする。 

 （１）前項第１号に該当する場合 

    原則として、建築工事の完了予定日の 1 ヶ月前までに緑化施設工事完了延期認定申請書を提出しな

ければならない。 

建物の完了検査予定日から概ね 1 ヶ月以内に除却する建築物等を確実に除却する旨の証明を提出し

なければならない。 

また、原則として、除却期限から１ヶ月以内に緑化施設に関する工事を完了し、かつ緑化施設工事

完了届を提出しなければならない。 

 

 

 



42 
目次に戻る 

 （２）前項第２号に該当する場合 

    原則として、建築工事の完了予定日の 1 ヶ月前までに緑化施設工事完了延期認定申請書を提出しな

ければならない。 

引き続き行われる工事の建築確認申請の写し等を提出しなければならない。 

（３）前項第３号に該当する場合 

原則として、建築工事の完了予定日の２週間前までに緑化施設 工事完了延期認定申請書を提出し

なければならない。 

 （４）前項第４号に該当する場合 

原則として、建築工事完了予定日の１ヶ月前までに工程表を添えて緑化施設工事完了延期認定申請

書を提出しなければならない。工事を完了した時点で緑化施設工事完了届を提出しなければならない。 

 

（樹木の緑化面積の計算方法） 

第６条 省令第９条第２号イ（３）（以下「Ｓ１③」という。）に基づき緑化面積を計算する場合、同一の植

栽基盤内の樹木は全てＳ１③で計算しなければならない。 

２ 植栽基盤が縁石などにより明確に区分されている場合は、２箇所の植栽基盤とみなす。 

３ 省令第９条第２号イ(１)に基づき緑化面積を計算する場合、この面積は、樹冠を直行する２本の直径の

平均を直径とした円とみなして算出することができる。 

４ 省令第９条第２号イ(２)（以下「Ｓ１②」という。）に基づき緑化面積を計算する場合、次の表の左欄に

掲げる樹木に応じてそれぞれ同表の右欄に掲げる面積を１本当りのみなし樹冠の緑化面積とすることがで

きる。 

樹木の種類 面積 

高木 １３．８㎡ 

中高木 ８．０㎡ 

中木 ３．８㎡ 

５ Ｓ１②に基づくみなし樹冠が建築物などに重なる部分は緑化面積として計上できない。ただし、樹木の

高さが建築物の高さを超える場合は、重なる部分を緑化面積として計上することができる。 

６ Ｓ１③に基づき緑化面積を計算する場合、植栽基盤の中に芝その他の地被植物があるときは、芝その他

の地被植物の緑化面積を樹木による緑化面積とみなして計上することができる。 

７ Ｓ１③に基づき緑化面積を計算する場合、原則として、植栽基盤の中に構造物がある場合はその面積を

控除しなければならない。 

 

（芝その他の地被植物で表面が被われている部分の面積の計算方法） 

第７条 省令第９条第２号ロ（以下「Ｓ２」という。）に基づき張芝の緑化面積を計算する場合、７分張以上

の張芝を行っていれば、張芝を行った植栽基盤全体の水平投影面積を緑化面積として計上することができ

る。ただし、７分張未満の場合は、目地部分を除いた実際の張芝の水平投影面積を緑化面積とする。 

２ Ｓ２に基づき地被植物の緑化面積を計算する場合、原則１６株／㎡以上の密度で植栽されていれば、植

栽基盤全体の水平投影面積を緑化面積として計上することができる。ただし、セダム、タマリュウ、ジャ

ノヒゲ及びそれに類する地被植物に関しては、３６株／㎡以上とする。 

３ Ｓ２に基づき緑化面積を計算する場合、原則として、植栽基盤の中に構造物がある場合はその面積を控

除しなければならない。 
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４ 緑化駐車場は、原則として緑化保護資材を使用しなければならない。緑化保護資材を施工した面積に緑

化保護資材の緑化率×１．２５を乗じた値を緑化面積とする。ただし、乗じる値は０．８０を上限とする。

また、車室における車両下部分を緑化する場合においては、車止めから奥行 2.5ｍ、幅員 0.7ｍを上限とし

て緑化保護資材を使用しないことができる。駐車場所の前後に、壁・生垣などがあり、車止めを設置しな

い場合は、壁の表面（生垣にあっては生垣の幹の中心）から 0.5ｍの位置を車止めの位置とみなす。 

５ 緑化駐車場の緑化面積は、次の各号に掲げる場合ごとに、当該各号に掲げる式により算出するものとす

る。 

(1) 緑化率が 64％以上である緑化保護資材を使用する場合 緑化保護資材の設置面積×0.8 

(2) 緑化率が 64％未満である緑化保護資材を使用する場合 緑化保護資材の設置面積×製品ごとの緑化

率×1.25 

(3) 緑化保護資材を使用しない場合 植栽基盤の水平投影面積 

６ つる性植物などがパーゴラなどの緑化資材を平均して３０cm以下の間隔で被っている場合には、その部

分の水平投影面積をＳ２に基づく緑化面積として計上することができる。 

 

（池・水流等の面積の計算方法） 

第８条 本条及び第１０条における「植栽等」とは、緑化面積として計上することができる緑化施設から、

省令第９条第２号ホ（以下「Ｓ５」という。）に基づき計算される緑化施設及び緑化駐車場を除いたものを

いう。 

２ 省令第９条第２号ニ（以下「Ｓ３」という。）に基づき池・水流等を緑化面積として計上するためには、

次の各号の条件を全て満たさなければならない。 

 （１）池の場合、池の外周延長の１／２を超えて連続して植栽等に面していること。 

 （２）水流の場合、水流の両側が植栽等に面していること。 

 （３）水流の場合、水流と水流に面している植栽等との横断面のうち、植栽等の横断延長が水流の横断延

長を超えていること。 

 （４）池もしくは水流に面している一体の植栽等が、池もしくは水流の面積以上であること。 

 （５）池もしくは水流の底の表面が、土もしくは石（切石も可）で被われていること。 

３ 一つの水流の中で前項の条件を満たす区間と満たさない区間がある場合は、条件を満たす区間の面積を

Ｓ３に基づく緑化面積として計上することができる。 

 

（花壇等の面積の計算方法） 

第９条 省令第９条第２号ハ（以下「Ｓ４」という。）に基づき花壇等を緑化面積として計上するためには、

次の各号の条件を全て満たさなければならない。 

（１）草花等が生育するために、土を盛り上げたり仕切りを設けたりしたもので、良質土の補充や土壌改

良などが施されていること。 

（２）適宜植替えが必要な植物が年に６ヶ月以上植えられていること。 

（３）原則として緑化工事完了時に植え付けなどがされていること。 

２ Ｓ４に基づき緑化面積を計算する場合、原則として、植栽基盤の中に構造物がある場合はその面積を控

除しなければならない。 
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３ プランターやコンテナ等は原則として緑化面積に計上できない。ただし、容積が概ね５０ℓ 以上のもの

をアンカーボルトやモルタル、接着剤等で地盤や建築物等の躯体にしっかりと固定する場合、緑化面積と

して計上することができる。 

４ 省令第９条第２号イに基づき緑化面積を計算する場合、前項の規定を原則として準用する。 

 

（土留・園路等の面積の計算方法） 

第１０条 Ｓ５に基づき土留を緑化面積として計上するためには、少なくとも土留の片側が植栽等に面して

いなければならない。 

２ 前項において、建築物の躯体を土留として利用している場合等は対象外とする。 

３ Ｓ５に基づき園路を緑化面積として計上するためには、次の各号の条件を全て満たさなければならない。 

 （１）園路の両側が植栽等に面していること。 

 （２）園路に面した植栽等の面積が園路の面積以上であること。 

 （３）園路と園路に面した植栽等の横断面のうち、植栽等の横断延長が園路の横断延長を超えていること。 

 （４）日常的な車両通行がないこと。 

４ 一つの園路の中で、前項の条件を満たす区間と満たさない区間がある場合は、条件を満たす区間の面積

をＳ５に基づく緑化面積として計上することができる。 

５ 前２項において、園路の中や園路に面した位置にある第１項で規定する土留は、園路として扱うことが

できる。 

６ Ｓ５に基づき「植栽等と一体となった小規模な広場（以下「広場」という。）」を緑化面積として計上す

るためには、次の各号の条件を全て満たさなければならない。 

 （１）広場の外周延長の１／２を超えて連続して植栽等に面していること。 

 （２）広場に面した植栽等の面積が広場の面積以上であること。 

７ 前項において、広場の中や広場に面した位置にある第１項で規定する土留は、広場として扱うことがで

きる。 

８ Ｓ５に基づき「植栽等と一体となった散水用配管・排水溝（以下「配管等」という。）」を緑化面積とし

て計上するためには、配管等は植樹帯の中に設置されていなければならない。 

９ 前項において、第３項で規定する園路や第６項で規定する広場の中や広場に面した位置にある配管等は、

それぞれ園路、広場として扱うことができる。 

10 Ｓ５に基づき「ベンチ等」を緑化面積として計上するためには、次の各号の条件を満たさなければなら

ない。 

 （１）植栽等もしくは第３項で規定する園路、第６項で規定する広場の中に設置されていること。 

（２）施設のうち、緑地の利用や維持管理に関する施設であること。 

 （３）１施設の面積が１㎡未満であること。 

11 Ｓ５に基づき土留を緑化面積として計上する場合、その天端の水平投影面積を計上する。 

12 Ｓ５に基づく緑化面積は、全緑化面積の１／５を超えない範囲まで計上することができる。 

 

（屋上緑化の面積の計算方法） 

第１１条 建築物その他工作物の上面に整備された省令第９条第２号に掲げる緑化施設の面積は、屋上緑化

の面積として計上しなければならない。 
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２ トレイ、マット、パネル等を使用した緑化を行う場合の緑化面積算定方法は原則として、1枚当たりの面

積（外寸）×使用枚数で計算する。この場合において、トレイ、マット、パネル等の周囲を囲む縁石等は

Ｓ５の土留めとして計上することができない。 

 

（壁面緑化の面積の計算方法） 

第１２条 省令第９条第１号（以下「Ｓ７」という。）に基づき緑化面積を計算する場合、建築物の外壁の植

物が生育するために必要な資材または植物で覆われている部分の鉛直投影面積（水平面に対して垂直な面

に投影した面積）を緑化施設の面積として計上する。ただし、明らかに植物の生育が見込まれない部分ま

で緑化施設の面積として計上することはできない。 

２ Ｓ７に基づき、つる性植物による緑化の面積を計上する場合は、３株／ｍ以上の密度で植栽されていな

ければならない。ただし、既存の緑化施設の面積を計上する場合はこの限りではない。 

３ 一年草による壁面緑化は、緑化面積として計上できない。 

４ 傾斜した壁面を緑化する場合、「緑化された外壁の水平投影の長さ×鉛直方向の高さ」を緑化面積として

計上することができる。ただし、「緑化施設の水平投影面積」として計算した緑化面積が、上記計算方法で

算出された緑化面積より大きい場合は、「緑化施設の水平投影面積」として計算した緑化面積を屋上緑化と

して計上する。ただし、この場合において屋上緑化と壁面緑化を重複して計上することはできない。 

５ 壁面緑化は、壁面緑化以外の緑化施設の水平投影と重複して緑化面積を計上することができる。ただし、

前項において「緑化施設の水平投影面積」を選択した場合は重複して計上することができない。 

６ 建築物の外壁に沿わせてフェンス等の自立式壁面を設置して緑化する場合、Ｓ７に基づく緑化面積とし

て計上するためには、次の各号の条件を全て満たさなければならない。 

（１）フェンス等の外面から建築物の外壁までの距離が５０cm 以内であること。（ただし免震構造の建築物

においてはこの限りではない） 

（２）原則として建築物の外側に緑化されていること。 

７ 建築物の外壁に沿わせて生垣を植栽する場合、Ｓ７に基づく緑化面積として計上するためには、次の各

号の条件を全て満たさなければならない。 

 （１）生垣の幹の中心から建築物の外壁までの距離が５０cm 以内であること。 

 （２）中木以上の樹木が２本／ｍ以上植栽されていること。 

８ 建築物の外壁に沿わせてエスパリエを行う場合、Ｓ７に基づく緑化面積として計上するためには、次の

各号の条件を全て満たさなければならない。 

 （１）樹木の幹の中心から建築物の外壁までの距離が５０cm 以内であること。 

 （２）中木以上の樹木が植栽されていること。 

９ 建築物の外壁に準ずるものに整備された緑化施設についても、Ｓ７に基づき緑化面積を計算することが

できる。 

10 同一水平面において、１ｍ以内に複数の建築物の外壁に準ずるものによる壁面緑化が存在する場合は、

Ｓ７に基づく緑化面積は重複計上できない。 

11 Ｓ７に基づき、つる性植物による緑化の面積を計上する場合は、つる性植物を誘引するためのワイヤー

等資材の設置間隔は３０cm以下とする。ただし、既存の緑化施設の面積を計上する場合はこの限りではな

い。 
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12 屋根と柱で構成される建築物（これに類するものを含む。）について、柱間を緑化する場合は、当該緑化

が、建築物の外壁又は建築物の外壁に準ずるものに緑化した場合と同様の外観を整えるものと認められる

場合は、当該緑化については、建築物の外壁に準ずるものに整備された緑化施設とみなす。 

 

（緑化施設工事完了時における現地確認） 

第１３条 市長は、条例第２５条の届出があった場合、当該届出にかかる緑化施設が緑化率の規制に適合し

ているかどうかについて職員に現地を確認させることができる。 

 

（敷地に名古屋市外の区域を含む場合） 

第１４条 建築物の敷地が、法第３４条に規定される緑化地域あるいは条例第２６条に規定される緑化率の

最低限度が定められた区域と、名古屋市外の区域とにわたる場合においては、条例第２３条にいう敷地面

積は、その敷地の当該区域内にある各部分の面積の合計とする。 

２ 前項の場合においては、当該建築物の緑化率は、これらの規定にかかわらず、各区域の建築物の緑化率

の最低限度（名古屋市外の区域にあっては、零）にその敷地の当該区域内にある各部分の面積の敷地面積

に対する割合を乗じて得たものの合計以上でなければならない。 

 

（市が設置する建築物） 

第１５条 条例第２４条第２項にいう「市が設置する建築物」は、原則として次の各号のいずれかに該当す

る建築物とする。 

 （１）緑のまちづくり条例施行細則（平成１７年名古屋市規則第１５８号。以下「条例施行細則」という。）

に規定する緑化率適合証明等申請書（第１１号様式）、緑化率規制適用除外許可等申請書（第１２号様

式の３）の申請者（以下「申請者」という。）が市長または上下水道局長、交通局長、病院局長（以下

「市長等」という。）である建築物 

 （２）申請者が複数である場合、申請者のうち少なくとも１名が市長等である建築物 

 （３）民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号。）に

基づき、市長等が選定した特定事業を実施する民間事業者が申請者である当該建築物 

（４）申請者と建築後の建物所有者が異なる場合で、建築後の建物所有者が名古屋市である建築物 

 

（申請書等に記載する数値） 

第１６条 省令第１０条に規定する申請書及び条例施行細則に規定する緑化率適合証明等申請書（第１１号

様式）、緑化施設概要書（第１２号様式）、緑化率規制適用除外許可等申請書（第１２号様式の３）、申請書

等記載事項変更届（第１２号様式の７）、緑化施設工事完了届（第１２号様式の９）に記載する次の表の左

欄に掲げる事項の数値は、原則として同表の右欄に掲げる記載基準のとおりとする。 
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事項（単位） 記載基準 

緑化率（％） 小数点以下第２位を切り捨て 

第１位まで記載 

緑化率の最低限度（％） 小数点以下第２位を切り上げ 

第１位まで記載 

緑化施設の面積（㎡） 小数点以下第２位を切り捨て 

第１位まで記載 

敷地面積（㎡） 小数点以下第３位を切り捨て 

第２位まで記載 

増築割合（％） 小数点以下第２位を切り上げ 

第１位まで記載 

園路、土留等の面積の割合 

（％） 

小数点以下第２位を切り上げ 

第１位まで記載 

２ 第３条の規定が適用される場合、前項の規定にかかわらず、条例施行細則に規定する緑化率適合証明等

申請書（第１１号様式）、緑化率規制適用除外許可等申請書（第１２号様式の３）、申請書等記載事項変更

届（第１２号様式の７）、緑化施設工事完了届（第１２号様式の９）に記載する条例第２６条の規定による

緑化率の最低限度の数値は、小数点以下第２位を切り捨て第１位まで記載する。 

 

（雑則） 

第１７条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２２年３月３日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 
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２-７ 名古屋市緑化地域制度実施要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、都市緑地法（昭和４８年法律第７２号。以下「法」という。）、緑のまちづくり条例（平

成１７年名古屋市条例第３９号。以下「条例」という。）及び名古屋市緑化地域制度実施要綱（平成２２年

３月施行。以下「要綱」という。）に基づく緑化地域制度の実施に際し、運用上必要な細目を定めることを

目的とする。 

 

（適用除外対象物件） 

第２条 要綱第４条第２項第２号にいう建築用途のうち「学校等」とは、学校教育法第１条に規定する学校、

同法第１２４条に規定する専修学校及び児童福祉法第７条に規定する児童福祉施設等をいう。 

２ 要綱第４条第２項第２号にいう除外物件（以下「除外物件」という。）のうち「グラウンド」とは、学校

教育法による運動場（建築物であるものは除く。）及び児童福祉法による屋外遊戯場等をいう。 

３ 除外物件のうち「屋外プール」とは、屋外プール本体及びプールサイドをいう。 

４ 除外物件のうち「高圧ガス保安法に規定する高圧ガス製造所など」とは、高圧ガス保安法第２条第１項

に規定する高圧ガスの製造設備及び貯蔵設備等をいう。 

５ 除外物件のうち「ガス事業法に規定するガス工作物など」とは、ガス事業法第２条第１３項に規定する

ガス工作物等をいう。 

６ 除外物件のうち「消防法や液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則に規定す

る危険物貯蔵所など」とは、次の各号のいずれかをいう。 

（１）消防法第１０条に規定する製造所、貯蔵所及び取扱所（危険物の規制に関する政令の規定によりこれ

らの周囲に空地を保有する場合は当該空地を含む） 

（２）名古屋市火災予防条例第３８条第２項に規定する少量危険物取扱 

所のうち屋外にあるもの（同条例第４０条の３第２項の規定により周囲に空地を保有する場合は当該

空地を含む） 

（３）同条例第４２条第１項に規定する指定数量以上の可燃性液体類等を貯蔵し又は取り扱う屋外の施設（同

条第２項の規定により周囲に空地を保有する場合は当該空地を含む） 

（４）同条例第４３条第２項に規定する合成樹脂類を貯蔵し又は取り扱う屋外の施設（同項の規定により周

囲に空地を保有する場合は当該空地を含む） 

（５）液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第２条第４項に規定する供給設備のうち、

液化石油ガスの保安の確保および取引の適正化に関する法律施行規則に定める技術上の基準に適合す

る貯蔵設備（同規則の規定により火気をさえぎる措置を講じる距離を有する場合はその距離を幅とす

る空地を含む） 

（６）同法第３条第２項第３号に規定する貯蔵施設（同規則第１６条の規定により火気又は引火性若しくは

発火性の物を置かない距離を有する場合はその距離を幅とする空地を含む 

７ 除外物件のうち「港湾法に規定する外郭施設」とは、港湾法第２条第５項第２号に規定する外郭施設を

いう。 

８ 除外物件のうち「鉄道事業法に規定する軌道など」とは、鉄道事業法第８条第１項に規定する鉄道施設

（建築物であるものを除く。）をいう。 
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９ 除外物件のうち「軌道法に規定する軌道など」とは、軌道法に規定する軌道（建築物であるものを除く。）

などをいう。 

10 除外物件のうち「道路法に規定する一般交通の用に供する道や道路付属物など」とは、道路法第２条第

１項に規定する道路又は第２項に規定する道路の附属物（道路区域外のものを除く。）などをいう。 

11 除外物件のうち「自動車運送事業の営業所・転回所における車路及び駐車場(大型車が利用するものに限

る)」とは、貨物自動車運送事業法（平成元年 12 月 19 日法律第 83 号）第 2 条に規定される一般貨物自動

車運送事業、特定貨物自動車運送事業及び貨物軽自動車運送事業並びに道路運送法（昭和 26年法律第 183

号）第 3 条に規定される一般旅客自動車運送事業、一般貸切旅客自動車運送事業、一般乗用旅客自動車運

送事業及び特定旅客自動車運送事業に使用される営業所・転回所を対象とし、道路交通法施行規則（昭和

35年 12月 3 日総理府令第 60 号）第 2条に規定される大型自動車が利用するものをいう。 

12 要綱第４条第２項にいう「工場立地法の対象となる工場」とは、工場立地法第６条第１項に規定する特

定工場をいう。 

 

（緑化施設） 

第３条 要綱第２条第２項第１号の部分の樹木は中高木以下に限る。 

２ 要綱第１２条第１項にいう「植物が生育するための必要な資材」には、その資材に適した植物の組み合

わせとして、別表の植物を使用する。ただし、資材については、原則金属製のものを用いることとする。 

 

（別表） 

補助資材型式 資材に適した植物 

格子状資材（金網） 

 

巻きひげ型 

トケイソウ、ニンニクカズラ、ビグノニア（ﾂﾘｶﾞﾈｶｽﾞﾗ） など 

巻きつる型 

アケビ、カロライナジャスミン、スイカズラ、 

ツキヌキニンドウ、テイカカズラ、ナツユキカズラ、  

ハゴロモジャスミン、ビナンカズラ、ムベ など 

巻き葉柄型 

クレマチス類 など 

 

※巻つる型は、線的資材（ワイヤー、金属棒）の使用可 

面的資材 

（ヤシがらマット、不織布） 

付着根型 

アメリカツルマサキ、オオイタビ、キヅタ、ツルアジサイ 

テイカカズラ、ヘデラ・ヘリックス、ヘデラ・カナリエンシス、など 

付着盤型 

ナツヅタ、ビグノニア（ﾂﾘｶﾞﾈｶｽﾞﾗ） など 

植栽基盤型 
（ポット差し込み、 

プランター） 

植物の制限なし 

通年緑化するものであること。 
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（雑則） 

第４条 この要領の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 
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２-８ 建築基準法（抜粋）（最終改正：令和 3年 5月 26日法律第 44号） 

 

（適用の除外） 

第三条 この法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物につい

ては、適用しない。 

一 文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）の規定によつて国宝、重要文化財、重要有形民俗文

化財、特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物として指定され、又は仮指定された建築物 

二 旧重要美術品等の保存に関する法律（昭和八年法律第四十三号）の規定によつて重要美術品等として

認定された建築物 

三 文化財保護法第百八十二条第二項の条例その他の条例の定めるところにより現状変更の規制及び保存

のための措置が講じられている建築物（次号において「保存建築物」という。）であつて、特定行政庁

が建築審査会の同意を得て指定したもの 

四 第一号若しくは第二号に掲げる建築物又は保存建築物であつたものの原形を再現する建築物で、特定

行政庁が建築審査会の同意を得てその原形の再現がやむを得ないと認めたもの 

２ ～ ３ （略） 

 

（建築物の建築等に関する申請及び確認） 

第六条 建築主は、第一号から第三号までに掲げる建築物を建築しようとする場合（増築しようとする場合

においては、建築物が増築後において第一号から第三号までに掲げる規模のものとなる場合を含む。）、

これらの建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模様替をしようとする場合又は第四号に掲げる建築物を

建築しようとする場合においては、当該工事に着手する前に、その計画が建築基準関係規定（この法律並

びにこれに基づく命令及び条例の規定（以下「建築基準法令の規定」という。）その他建築物の敷地、構

造又は建築設備に関する法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定で政令で定めるものをいう。以下同

じ。）に適合するものであることについて、確認の申請書を提出して建築主事の確認を受け、確認済証の

交付を受けなければならない。当該確認を受けた建築物の計画の変更（国土交通省令で定める軽微な変更

を除く。）をして、第一号から第三号までに掲げる建築物を建築しようとする場合（増築しようとする場

合においては、建築物が増築後において第一号から第三号までに掲げる規模のものとなる場合を含

む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模様替をしようとする場合又は第四号に掲げる

建築物を建築しようとする場合も、同様とする。 

一 別表第一（い）欄に掲げる用途に供する特殊建築物で、その用途に供する部分の床面積の合計が二百

平方メートルを超えるもの 

二 木造の建築物で三以上の階数を有し、又は延べ面積が五百平方メートル、高さが十三メートル若しく

は軒の高さが九メートルを超えるもの 

三 木造以外の建築物で二以上の階数を有し、又は延べ面積が二百平方メートルを超えるもの 

四 前三号に掲げる建築物を除くほか、都市計画区域若しくは準都市計画区域（いずれも都道府県知事が

都道府県都市計画審議会の意見を聴いて指定する区域を除く。）若しくは景観法（平成十六年法律第百

十号）第七十四条第一項の準景観地区（市町村長が指定する区域を除く。）内又は都道府県知事が関係

市町村の意見を聴いてその区域の全部若しくは一部について指定する区域内における建築物 

２ ～ ７（略） 
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８ 第一項の確認済証の交付を受けた後でなければ、同項の建築物の建築、大規模の修繕又は大規模の模様

替の工事は、することができない。 

９ （略） 

 

（国土交通大臣等の指定を受けた者による確認） 

第六条の二 前条第一項各号に掲げる建築物の計画（前条第三項各号のいずれかに該当するものを除く。）

が建築基準関係規定に適合するものであることについて、第七十七条の十八から第七十七条の二十一まで

の規定の定めるところにより国土交通大臣又は都道府県知事が指定した者の確認を受け、国土交通省令で

定めるところにより確認済証の交付を受けたときは、当該確認は前条第一項の規定による確認と、当該確

認済証は同項の確認済証とみなす。 

２ ～ ７（略） 

 

第四節 建築物の敷地及び構造 

（容積率） 

第五十二条 建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合（以下「容積率」という。）は、次の各号に掲げる

区分に従い、当該各号に定める数値以下でなければならない。ただし、当該建築物が第五号に掲げる建築

物である場合において、第三項の規定により建築物の延べ面積の算定に当たりその床面積が当該建築物の

延べ面積に算入されない部分を有するときは、当該部分の床面積を含む当該建築物の容積率は、当該建築

物がある第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域又は準工業地域に関する都市計画

において定められた第二号に定める数値の一・五倍以下でなければならない。 

一 ～ 七 （略） 

２ ～ ８ （略） 

８ その全部又は一部を住宅の用途に供する建築物（居住環境向上用途誘導地区内の建築物であつてその一

部を当該居住環境向上用途誘導地区に関する都市計画において定められた誘導すべき用途に供するもの及

び特定用途誘導地区内の建築物であつてその一部を当該特定用途誘導地区に関する都市計画において定め

られた誘導すべき用途に供するものを除く。）であつて次に掲げる条件に該当するものについては、当該

建築物がある地域に関する都市計画において定められた第一項第二号又は第三号に定める数値の一・五倍

以下で当該建築物の住宅の用途に供する部分の床面積の合計のその延べ面積に対する割合に応じて政令で

定める方法により算出した数値（特定行政庁が都道府県都市計画審議会の議を経て指定する区域内にあつ

ては、当該都市計画において定められた数値から当該算出した数値までの範囲内で特定行政庁が都道府県

都市計画審議会の議を経て別に定めた数値）を同項第二号又は第三号に定める数値とみなして、同項及び

第三項から前項までの規定を適用する。ただし、当該建築物が第三項の規定により建築物の延べ面積の算

定に当たりその床面積が当該建築物の延べ面積に算入されない部分を有するときは、当該部分の床面積を

含む当該建築物の容積率は、当該建築物がある地域に関する都市計画において定められた第一項第二号又

は第三号に定める数値の一・五倍以下でなければならない。 

一 第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域若しくは準工業地域（高層住居誘導地

区及び特定行政庁が都道府県都市計画審議会の議を経て指定する区域を除く。）又は商業地域（特定行

政庁が都道府県都市計画審議会の議を経て指定する区域を除く。）内にあること。 

二 。その敷地内に政令で定める規模以上の空地（道路に接して有効な部分が政令で定める規模以上であ

るものに限る。）を有し、かつ、その敷地面積が政令で定める規模以上であること。 

９ ～ 15 （略） 
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（建蔽率） 

第五十三条 建築物の建築面積（同一敷地内に二以上の建築物がある場合においては、その建築面積の合

計）の敷地面積に対する割合（以下「建蔽率」という。）は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に

定める数値を超えてはならない。 

一 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居

専用地域、田園住居地域又は工業専用地域内の建築物 十分の三、十分の四、十分の五又は十分の六の

うち当該地域に関する都市計画において定められたもの 

二 第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域又は準工業地域内の建築物 十分の五、十分の六又は

十分の八のうち当該地域に関する都市計画において定められたもの 

三 近隣商業地域内の建築物 十分の六又は十分の八のうち当該地域に関する都市計画において定められ

たもの 

四 商業地域内の建築物 十分の八 

五 工業地域内の建築物 十分の五又は十分の六のうち当該地域に関する都市計画において定められたも

の 

六 用途地域の指定のない区域内の建築物 十分の三、十分の四、十分の五、十分の六又は十分の七のう

ち、特定行政庁が土地利用の状況等を考慮し当該区域を区分して都道府県都市計画審議会の議を経て定

めるもの 

２ 建築物の敷地が前項の規定による建築物の建蔽率に関する制限を受ける地域又は区域の二以上にわたる

場合においては、当該建築物の建蔽率は、同項の規定による当該各地域又は区域内の建築物の建蔽率の限

度にその敷地の当該地域又は区域内にある各部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて得たものの合計

以下でなければならない。 

３ 前二項の規定の適用については、第一号又は第二号のいずれかに該当する建築物にあつては第一項各号

に定める数値に十分の一を加えたものをもつて当該各号に定める数値とし、第一号及び第二号に該当する

建築物にあつては同項各号に定める数値に十分の二を加えたものをもつて当該各号に定める数値とする。 

一 防火地域（第一項第二号から第四号までの規定により建蔽率の限度が十分の八とされている地域を除

く。）内にあるイに該当する建築物又は準防火地域内にあるイ若しくはロのいずれかに該当する建築物 

イ 耐火建築物又はこれと同等以上の延焼防止性能（通常の火災による周囲への延焼を防止するために

壁、柱、床その他建築物の部分及び防火戸その他の政令で定める防火設備に必要とされる性能をい

う。ロにおいて同じ。）を有するものとして政令で定める建築物（以下この条及び第六十七条第一項

において「耐火建築物等」という。） 

ロ 準耐火建築物又はこれと同等以上の延焼防止性能を有するものとして政令で定める建築物（耐火建

築物等を除く。第八項及び第六十七条第一項において「準耐火建築物等」という。） 

二 街区の角にある敷地又はこれに準ずる敷地で特定行政庁が指定するものの内にある建築物 

４ 隣地境界線から後退して壁面線の指定がある場合又は第六十八条の二第一項の規定に基づく条例で定め

る壁面の位置の制限（隣地境界線に面する建築物の壁又はこれに代わる柱の位置及び隣地境界線に面する

高さ二メートルを超える門又は塀の位置を制限するものに限る。）がある場合において、当該壁面線又は

壁面の位置の制限として定められた限度の線を越えない建築物（ひさしその他の建築物の部分で政令で定

めるものを除く。次項において同じ。）で、特定行政庁が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて

許可したものの建蔽率は、前三項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、前三項の規定による

限度を超えるものとすることができる。 

５ （略） 
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６ 前各項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適用しない。 

一 防火地域（第一項第二号から第四号までの規定により建蔽率の限度が十分の八とされている地域に限

る。）内にある耐火建築物等 

二 巡査派出所、公衆便所、公共用歩廊その他これらに類するもの 

三 公園、広場、道路、川その他これらに類するものの内にある建築物で特定行政庁が安全上、防火上及

び衛生上支障がないと認めて許可したもの 

７ 建築物の敷地が防火地域の内外にわたる場合において、その敷地内の建築物の全部が耐火建築物等であ

るときは、その敷地は、全て防火地域内にあるものとみなして、第三項第一号又は前項第一号の規定を適

用する。 

８ 建築物の敷地が準防火地域と防火地域及び準防火地域以外の区域とにわたる場合において、その敷地内

の建築物の全部が耐火建築物等又は準耐火建築物等であるときは、その敷地は、全て準防火地域内にある

ものとみなして、第三項第一号の規定を適用する。 

９ （略） 

 

（高度利用地区） 

第五十九条 高度利用地区内においては、建築物の容積率及び建蔽率並びに建築物の建築面積（同一敷地内

に二以上の建築物がある場合においては、それぞれの建築面積）は、高度利用地区に関する都市計画にお

いて定められた内容に適合するものでなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する建築物

については、この限りでない。 

一 主要構造部が木造、鉄骨造、コンクリートブロック造その他これらに類する構造であつて、階数が二

以下で、かつ、地階を有しない建築物で、容易に移転し、又は除却することができるもの 

二 公衆便所、巡査派出所その他これらに類する建築物で、公益上必要なもの 

三 学校、駅舎、卸売市場その他これらに類する公益上必要な建築物で、特定行政庁が用途上又は構造上

やむを得ないと認めて許可したもの 

２ ～ ５ （略） 

 

（敷地内に広い空地を有する建築物の容積率等の特例） 

第五十九条の二 その敷地内に政令で定める空地を有し、かつ、その敷地面積が政令で定める規模以上であ

る建築物で、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がなく、かつ、その建蔽率、容積率及

び各部分の高さについて総合的な配慮がなされていることにより市街地の環境の整備改善に資すると認め

て許可したものの容積率又は各部分の高さは、その許可の範囲内において、第五十二条第一項から第九項

まで、第五十五条第一項、第五十六条又は第五十七条の二第六項の規定による限度を超えるものとするこ

とができる。 

２ （略） 

 

（特定街区） 

第六十条 特定街区内においては、建築物の容積率及び高さは、特定街区に関する都市計画において定めら

れた限度以下でなければならない。 
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２ 特定街区内においては、建築物の壁又はこれに代わる柱は、建築物の地盤面下の部分及び国土交通大臣

が指定する歩廊の柱その他これに類するものを除き、特定街区に関する都市計画において定められた壁面

の位置の制限に反して建築してはならない。 

３ 特定街区内の建築物については、第五十二条から前条まで及び第六十条の三第一項の規定は、適用しな

い。 

 

（都市再生特別地区） 

第六十条の二 都市再生特別地区内においては、建築物の容積率及び建蔽率、建築物の建築面積（同一敷地

内に二以上の建築物がある場合においては、それぞれの建築面積）並びに建築物の高さは、都市再生特別

地区に関する都市計画において定められた内容に適合するものでなければならない。ただし、次の各号の

いずれかに該当する建築物については、この限りでない。 

一 主要構造部が木造、鉄骨造、コンクリートブロック造その他これらに類する構造であつて、階数が二

以下で、かつ、地階を有しない建築物で、容易に移転し、又は除却することができるもの 

二 公衆便所、巡査派出所その他これらに類する建築物で、公益上必要なもの 

三 学校、駅舎、卸売市場その他これらに類する公益上必要な建築物で、特定行政庁が用途上又は構造上

やむを得ないと認めて許可したもの 

２ ～ ７ （略） 

 

第六節 景観地区 

第六十八条 景観地区内においては、建築物の高さは、景観地区に関する都市計画において建築物の高さの

最高限度又は最低限度が定められたときは、当該最高限度以下又は当該最低限度以上でなければならな

い。ただし、次の各号のいずれかに該当する建築物については、この限りでない。 

一 公衆便所、巡査派出所その他これらに類する建築物で、公益上必要なもの 

二 特定行政庁が用途上又は構造上やむを得ないと認めて許可したもの 

２ 景観地区内においては、建築物の壁又はこれに代わる柱は、景観地区に関する都市計画において壁面の

位置の制限が定められたときは、建築物の地盤面下の部分を除き、当該壁面の位置の制限に反して建築し

てはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する建築物については、この限りでない。 

一 前項第一号に掲げる建築物 

二 学校、駅舎、卸売市場その他これらに類する公益上必要な建築物で、特定行政庁が用途上又は構造上

やむを得ないと認めて許可したもの 

３ ～ ６ （略） 

 

（仮設建築物に対する制限の緩和） 

第八十五条 非常災害があつた場合において、非常災害区域等（非常災害が発生した区域又はこれに隣接す

る区域で特定行政庁が指定するものをいう。第八十七条の三第一項において同じ。）内においては、災害

により破損した建築物の応急の修繕又は次の各号のいずれかに該当する応急仮設建築物の建築でその災害

が発生した日から一月以内にその工事に着手するものについては、建築基準法令の規定は、適用しない。

ただし、防火地域内に建築する場合については、この限りでない。 



56 
目次に戻る 

一 の国、地方公共団体又は日本赤十字社が災害救助のために建築するもの 

二 被災者が自ら使用するために建築するもので延べ面積が三十平方メートル以内のもの 

２ 災害があつた場合において建築する停車場、官公署その他これらに類する公益上必要な用途に供する応

急仮設建築物又は工事を施工するために現場に設ける事務所、下小屋、材料置場その他これらに類する仮

設建築物については、第六条から第七条の六まで、第十二条第一項から第四項まで、第十五条、第十八条

（第二十五項を除く。）、第十九条、第二十一条から第二十三条まで、第二十六条、第三十一条、第三十

三条、第三十四条第二項、第三十五条、第三十六条（第十九条、第二十一条、第二十六条、第三十一条、

第三十三条、第三十四条第二項及び第三十五条に係る部分に限る。）、第三十七条、第三十九条及び第四

十条の規定並びに第三章の規定は、適用しない。ただし、防火地域又は準防火地域内にある延べ面積が五

十平方メートルを超えるものについては、第六十二条の規定の適用があるものとする。 

３ ～ ４ （略） 

５ 特定行政庁は、仮設興行場、博覧会建築物、仮設店舗その他これらに類する仮設建築物（次項及び第百

一条第一項第十号において「仮設興行場等」という。）について安全上、防火上及び衛生上支障がないと

認める場合においては、一年以内の期間（建築物の工事を施工するためその工事期間中当該従前の建築物

に代えて必要となる仮設店舗その他の仮設建築物については、特定行政庁が当該工事の施工上必要と認め

る期間）を定めてその建築を許可することができる。この場合においては、第十二条第一項から第四項ま

で、第二十一条から第二十七条まで、第三十一条、第三十四条第二項、第三十五条の二、第三十五条の三

及び第三十七条の規定並びに第三章の規定は、適用しない。 

６ 特定行政庁は、国際的な規模の会議又は競技会の用に供することその他の理由により一年を超えて使用

する特別の必要がある仮設興行場等について、安全上、防火上及び衛生上支障がなく、かつ、公益上やむ

を得ないと認める場合においては、前項の規定にかかわらず、当該仮設興行場等の使用上必要と認める期

間を定めてその建築を許可することができる。この場合においては、同項後段の規定を準用する。 

７ 特定行政庁は、前項の規定による許可をする場合においては、あらかじめ、建築審査会の同意を得なけ

ればならない。 

 

（一の敷地とみなすこと等による制限の緩和） 

第八十六条 建築物の敷地又は建築物の敷地以外の土地で二以上のものが一団地を形成している場合におい

て、当該一団地（その内に第八項の規定により現に公告されている他の対象区域があるときは、当該他の

対象区域の全部を含むものに限る。以下この項、第六項及び第七項において同じ。）内に建築される一又

は二以上の構えを成す建築物（二以上の構えを成すものにあつては、総合的設計によつて建築されるもの

に限る。以下この項及び第三項において「一又は二以上の建築物」という。）のうち、国土交通省令で定

めるところにより、特定行政庁が当該一又は二以上の建築物の位置及び構造が安全上、防火上及び衛生上

支障がないと認めるものに対する第二十三条、第四十三条、第五十二条第一項から第十四項まで、第五十

三条第一項若しくは第二項、第五十四条第一項、第五十五条第二項、第五十六条第一項から第四項まで、

第六項若しくは第七項、第五十六条の二第一項から第三項まで、第五十七条の二、第五十七条の三第一項

から第四項まで、第五十九条第一項、第五十九条の二第一項、第六十条第一項、第六十条の二第一項、第

六十条の二の二第一項、第六十条の三第一項、第六十一条又は第六十八条の三第一項から第三項までの規

定（次項から第四項までにおいて「特例対象規定」という。）の適用については、当該一団地を当該一又

は二以上の建築物の一の敷地とみなす。 
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２ 一定の一団の土地の区域（その内に第八項の規定により現に公告されている他の対象区域があるとき

は、当該他の対象区域の全部を含むものに限る。以下この項及び第六項において同じ。）内に現に存する

建築物の位置及び構造を前提として、安全上、防火上及び衛生上必要な国土交通省令で定める基準に従い

総合的見地からした設計によつて当該区域内に建築物が建築される場合において、国土交通省令で定める

ところにより、特定行政庁がその位置及び構造が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認める当該区域

内に存することとなる各建築物に対する特例対象規定の適用については、当該一定の一団の土地の区域を

これらの建築物の一の敷地とみなす。 

３ 建築物の敷地又は建築物の敷地以外の土地で二以上のものが、政令で定める空地を有し、かつ、面積が

政令で定める規模以上である一団地を形成している場合において、当該一団地（その内に第八項の規定に

より現に公告されている他の対象区域があるときは、当該他の対象区域の全部を含むものに限る。以下こ

の項、第六項、第七項及び次条第八項において同じ。）内に建築される一又は二以上の建築物のうち、国

土交通省令で定めるところにより、特定行政庁が、当該一又は二以上の建築物の位置及び建蔽率、容積

率、各部分の高さその他の構造について、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がなく、かつ、総合的

な配慮がなされていることにより市街地の環境の整備改善に資すると認めて許可したものについては、特

例対象規定（第五十九条の二第一項を除く。）の適用について、当該一団地を当該一又は二以上の建築物

の一の敷地とみなすとともに、当該建築物の各部分の高さ又は容積率を、その許可の範囲内において、第

五十五条第一項の規定又は当該一団地を一の敷地とみなして適用する第五十二条第一項から第九項まで、

第五十六条若しくは第五十七条の二第六項の規定による限度を超えるものとすることができる。 

４ その面積が政令で定める規模以上である一定の一団の土地の区域（その内に第八項の規定により現に公

告されている他の対象区域があるときは、当該他の対象区域の全部を含むものに限る。以下この項、第六

項及び次条第八項において同じ。）内に現に存する建築物の位置及び建蔽率、容積率、各部分の高さその

他の構造を前提として、安全上、防火上及び衛生上必要な国土交通省令で定める基準に従い総合的見地か

らした設計によつて当該区域内に建築物が建築され、かつ、当該区域内に政令で定める空地を有する場合

において、国土交通省令で定めるところにより、特定行政庁が、その建築物の位置及び建蔽率、容積率、

各部分の高さその他の構造について、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がなく、かつ、総合的な配

慮がなされていることにより市街地の環境の整備改善に資すると認めて許可したときは、当該区域内に存

することとなる各建築物に対する特例対象規定（第五十九条の二第一項を除く。）の適用について、当該

一定の一団の土地の区域をこれらの建築物の一の敷地とみなすとともに、建築される建築物の各部分の高

さ又は容積率を、その許可の範囲内において、第五十五条第一項の規定又は当該一定の一団の土地の区域

を一の敷地とみなして適用する第五十二条第一項から第九項まで、第五十六条若しくは第五十七条の二第

六項の規定による限度を超えるものとすることができる。 

５ ～ 10 （略） 

 

（公告認定対象区域内における一敷地内認定建築物以外の建築物の位置及び構造の認定等） 

第八十六条の二 公告認定対象区域(前条第一項又は第二項の規定による認定に係る公告対象区域をいう。

以下同じ。)内において、同条第一項又は第二項の規定により一の敷地内にあるものとみなされる建築物

(以下「一敷地内認定建築物」という。)以外の建築物を建築しようとする者は、国土交通省令で定めると

ころにより、当該建築物の位置及び構造が当該公告認定対象区域内の他の一敷地内認定建築物の位置及び

構造との関係において安全上、防火上及び衛生上支障がない旨の特定行政庁の認定を受けなければならな

い。 
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２ 一敷地内認定建築物以外の建築物を、面積が政令で定める規模以上である公告認定対象区域内に建築し

ようとする場合(当該区域内に政令で定める空地を有することとなる場合に限る。)において、国土交通省

令で定めるところにより、特定行政庁が、当該建築物の位置及び建蔽率、容積率、各部分の高さその他の

構造について、他の一敷地内認定建築物の位置及び建蔽率、容積率、各部分の高さその他の構造との関係

において、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がなく、かつ、市街地の環境の整備改善に資すると認

めて許可したときは、当該建築物の各部分の高さ又は容積率を、その許可の範囲内において、第五十五条

第一項の規定又は当該公告認定対象区域を一の敷地とみなして適用される第五十二条第一項から第九項ま

で、第五十六条若しくは第五十七条の二第六項の規定による限度を超えるものとすることができる。この

場合において、前項の規定は、適用しない。 

３ ～ ７ （略） 

８ 公告対象区域内の第一項の規定による認定又は第二項若しくは第三項の規定による許可を受けた建築物

及び当該建築物以外の当該公告対象区域内の建築物については、それぞれ、前条第一項若しくは第二項の

規定又は同条第三項若しくは第四項(第二項の規定による許可に係るものにあつては、同条第三項又は第

四項中一団地又は一定の一団の土地の区域を一の敷地とみなす部分に限る。)の規定を準用する。 

９ ～ 12 （略）  
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２-９ 都市計画法（抜粋）（最終改正：令和 3年 5月 10日法律第 31号） 

 

 (地域地区) 

第八条 都市計画区域については、都市計画に、次に掲げる地域、地区又は街区を定めることができる。 

一 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居

専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、田園住居地域、近隣商業地域、商業地域、

準工業地域、工業地域又は工業専用地域(以下「用途地域」と総称する。) 

二 特別用途地区 

二の二 特定用途制限地域 

二の三 特例容積率適用地区 

二の四 高層住居誘導地区 

三 高度地区又は高度利用地区 

四 特定街区 

四の二 都市再生特別措置法(平成十四年法律第二十二号)第三十六条第一項の規定による都市再生特別地

区、同法第八十九条の規定による居住調整地域、同法第九十四条の二第一項の規定による居住環境向上

用途誘導地区又は同法第百九条第一項の規定による特定用途誘導地区 

五 防火地域又は準防火地域 

五の二 密集市街地整備法第三十一条第一項の規定による特定防災街区整備地区 

六 景観法(平成十六年法律第百十号)第六十一条第一項の規定による景観地区 

七 風致地区 

八 駐車場法(昭和三十二年法律第百六号)第三条第一項の規定による駐車場整備地区 

九 臨港地区 

十 古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法(昭和四十一年法律第一号)第六条第一項の規定に

よる歴史的風土特別保存地区 

十一 明日香村における歴史的風土の保存及び生活環境の整備等に関する特別措置法(昭和五十五年法律

第六十号)第三条第一項の規定による第一種歴史的風土保存地区又は第二種歴史的風土保存地区 

十二 都市緑地法(昭和四十八年法律第七十二号)第五条の規定による緑地保全地域、同法第十二条の規定

による特別緑地保全地区又は同法第三十四条第一項の規定による緑化地域 

十三 流通業務市街地の整備に関する法律(昭和四十一年法律第百十号)第四条第一項の規定による流通業

務地区 

十四 生産緑地法(昭和四十九年法律第六十八号)第三条第一項の規定による生産緑地地区 

十五 文化財保護法(昭和二十五年法律第二百十四号)第百四十三条第一項の規定による伝統的建造物群保

存地区 

十六 特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法(昭和五十三年法律第二十六号)第四条第一項の規定による

航空機騒音障害防止地区又は航空機騒音障害防止特別地区 

 

２ 準都市計画区域については、都市計画に、前項第一号から第二号の二まで、第三号(高度地区に係る部

分に限る。)、第六号、第七号、第十二号(都市緑地法第五条の規定による緑地保全地域に係る部分に限

る。)又は第十五号に掲げる地域又は地区を定めることができる。 
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３ 地域地区については、都市計画に、第一号及び第二号に掲げる事項を定めるものとするとともに、第三

号に掲げる事項を定めるよう努めるものとする。 

一 地域地区の種類(特別用途地区にあつては、その指定により実現を図るべき特別の目的を明らかにし

た特別用途地区の種類)、位置及び区域 

二 次に掲げる地域地区については、それぞれ次に定める事項 

イ 用途地域 建築基準法第五十二条第一項第一号から第四号までに規定する建築物の容積率(延べ面積

の敷地面積に対する割合をいう。以下同じ。)並びに同法第五十三条の二第一項及び第二項に規定する

建築物の敷地面積の最低限度(建築物の敷地面積の最低限度にあつては、当該地域における市街地の環

境を確保するため必要な場合に限る。) 

ロ 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域又は田園住居地域 建築基準法第五十三条第一項

第一号に規定する建築物の建蔽率(建築面積の敷地面積に対する割合をいう。以下同じ。)、同法第五十

四条に規定する外壁の後退距離の限度(低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため必要な場合に

限る。)及び同法第五十五条第一項に規定する建築物の高さの限度 

ハ 第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居

地域、近隣商業地域、準工業地域、工業地域又は工業専用地域 建築基準法第五十三条第一項第一号か

ら第三号まで又は第五号に規定する建築物の建蔽率 

ニ 特定用途制限地域 制限すべき特定の建築物等の用途の概要 

ホ 特例容積率適用地区 建築物の高さの最高限度(当該地区における市街地の環境を確保するために必

要な場合に限る。) 

ヘ 高層住居誘導地区 建築基準法第五十二条第一項第五号に規定する建築物の容積率、建築物の建蔽率

の最高限度(当該地区における市街地の環境を確保するため必要な場合に限る。次条第十七項において

同じ。)及び建築物の敷地面積の最低限度(当該地区における市街地の環境を確保するため必要な場合に

限る。次条第十七項において同じ。) 

ト 高度地区 建築物の高さの最高限度又は最低限度(準都市計画区域内にあつては、建築物の高さの最

高限度。次条第十八項において同じ。) 

チ 高度利用地区 建築物の容積率の最高限度及び最低限度、建築物の建蔽率の最高限度、建築物の建築

面積の最低限度並びに壁面の位置の制限(壁面の位置の制限にあつては、敷地内に道路(都市計画におい

て定められた計画道路を含む。以下この号において同じ。)に接して有効な空間を確保して市街地の環

境の向上を図るため必要な場合における当該道路に面する壁面の位置に限る。次条第十九項において同

じ。) 

リ 特定街区 建築物の容積率並びに建築物の高さの最高限度及び壁面の位置の制限 

三 面積その他の政令で定める事項 

 

４ 都市再生特別地区、居住環境向上用途誘導地区、特定用途誘導地区、特定防災街区整備地区、景観地区

及び緑化地域について都市計画に定めるべき事項は、前項第一号及び第三号に掲げるもののほか、別に法

律で定める。 
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２-１０ 名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例（抜粋） 

 

（適用区域） 

第２条 この条例は、地区計画等において地区整備計画等が定められている区域のうち別表第１に掲げる区

域（以下「対象区域」という。）に適用する。 

 

（建築物の緑化率の最低限度） 

第８条の３ 敷地面積が30平方メートル以上の建築物の新築又は増築をしようとする者は、当該建築物の緑

化率（都市緑地法第34条第２項に規定する緑化率をいう。以下同じ。）を、対象区域内においては、計画

地区の区分に応じ、それぞれ別表第２右欄の緑化率の最低限度の項に掲げる数値以上としなければならな

い。当該新築又は増築をした建築物の維持保全をする者についても、同様とする。 

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適用しない。 

(1) この条例の建築物の緑化率の最低限度に関する規定（以下この項において「当該規定」という。）

の施行又は適用の日において既に新築又は増築の工事に着手していた建築物 

(2) 増築後の建築物の床面積の合計が当該規定の施行又は適用の日における当該建築物の床面積の合計

の1.2倍を超えないもの 

(3) その敷地の周囲に広い緑地を有する建築物であって、良好な都市環境の形成に支障を及ぼすおそれ

がないと認めて市長が許可したもの 

(4) 学校その他の建築物であって、その用途によってやむを得ないと認めて市長が許可したもの 

(5) その敷地の全部又は一部ががけ地である建築物その他の建築物であって、その敷地の状況によって

やむを得ないと認めて市長が許可したもの 

３ 市長は、前項第３号から第５号までに規定する許可の申請があった場合において、良好な都市環境を形

成するため必要があると認めるときは、許可に必要な条件を付することができる。 

４ 建築物の敷地が対象区域の内外にわたる場合においては、この条例で定められた建築物の緑化率の最低

限度を、当該建築物の対象区域内にある部分に係る都市緑地法第35条第１項の規定による建築物の緑化率

の限度とみなして、同条第4項の規定を適用する。 

５ 建築物の敷地が第１項の規定による建築物の緑化率に関する制限を受ける計画地区の２以上にわたる場

合においては、当該建築物の緑化率は、同項の規定による当該計画地区内の建築物の緑化率の限度にその

敷地の当該計画地区内にある各部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて得たものの合計以上でなけれ

ばならない。 
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（違反建築物に対する措置） 

第８条の４ 市長は、前条（第３項を除く。）の規定又は同項の規定により許可に付された条件に違反して

いる事実があると認めるときは、当該建築物の新築若しくは増築又は維持保全をする者に対して、相当の

期限を定めて、その違反を是正するために必要な措置をとるべき旨を命ずることができる。 

２ 国又は地方公共団体（港湾法（昭和25年法律第218号）に規定する港務局を含む。以下この項において

同じ。）の建築物については、前項の規定は、適用しない。この場合において、市長は、国又は地方公共

団体の建築物が前条（第３項を除く。）の規定又は同条第３項の規定により許可に付された条件に違反し

ている事実があると認めるときは、その旨を当該建築物を管理する機関の長に通知し、前項に規定する措

置をとるべき旨を要請しなければならない。 

 

（報告及び立入検査） 

第８条の５ 市長は、前条の規定の施行に必要な限度において、敷地面積が30平方メートル以上の建築物の

新築若しくは増築又は維持保全をする者に対し、当該建築物につき、当該建築物の緑化率の最低限度（第

８条の３第１項、第４項若しくは第５項の規定により当該建築物に適用される緑化率の最低限度又は同条

第３項の規定により許可の条件として付された緑化率の最低限度をいう。）に関する基準への適合若しく

は緑化施設の管理に関する事項に関し報告させ、又はその職員に、当該建築物若しくはその敷地若しくは

それらの工事現場に立ち入り、当該建築物、緑化施設及びこれに使用する建築材料並びに設計図書その他

の関係書類を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったとき

は、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

（一の敷地とみなすことによる制限の特例） 

第12条 法第86条第１項から第４項まで（これらの規定を法第86条の２第８項において準用する場合を含

む。）の規定により一の敷地とみなされる一団地又は一定の一団の土地の区域内の建築物については、当

該一団地又は区域を当該建築物の一の敷地とみなして第４条から第５条まで、第７条、第８条及び第８条

の３の規定を適用する。 

 

（罰則） 

第15条 （略） 

第15条の２ 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。 

(1) 第８条の４第１項の規定による命令に違反した者 

(2) 第８条の５第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による立入

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 
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（両罰規定） 

第16条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人の業務に関し

て、前条の違反行為をした場合においては、その行為者を罰する外、その法人又は人に対しても、同条の

刑を科する。 

 

別表第１（略） 

 

別表第２（緑化率の最低限度 抜粋） 

対象区域 
緑化率の最低限度 施行日 

名称 計画地区 

大井町地区整備計画

区域 

南地区 10分の2 
平成21年 

10月31日 
中地区 緑化率の最低限度の規制なし 

北地区 緑化率の最低限度の規制なし 

徳重駅周辺地区整備

計画区域 

南西地区 

10分の2。ただし、都市計画道路3・2・163名古屋岡崎

線又は都市計画道路3・4・171名古屋春木線から30メ

ートル以内の地域については、この限りでない。 

平成21年 

10月31日 
北西地区 

10分の2。ただし、都市計画道路3・2・163名古屋岡崎

線から30メートル以内の地域については、この限りで

ない。 

東地区 

10分の2.5。ただし、都市計画道路3・4・171名古屋春

木線から20メートル以内の地域については、この限り

でない。 

扇町2丁目地区整備

計画区域 
全域 10分の2.5 

平成21年 

12月24日 

青山台地区整備計画

区域 

南地区 10分の2 
平成22年 

7月14日 
中地区 10分の2 

北地区 10分の2 

平針黒石地区整備計

画区域 
全域 10分の2.5 

平成24年 

12月21日 

茶屋新田地区整備計

画区域 

商業地区(A) 10分の2 平成25年 

7月11日 商業地区(B) 10分の2 

下志段味南荒田地区

整備計画区域 
全域 10分の2 

平成25年 

12月20日 

名古屋大学東山団地

地区整備計画区域 

教育研究地区(A) 10分の2 

平成26年 

3月25日 

教育研究地区(B) 10分の2 

交流地区 10分の2.5 

緑化地区 10分の2.5 

金城ふ頭地区整備計

画区域 

交流拠点地区 
10分の1.5。ただし、法第53条第3項第2号に該当する

建築物については、10分の1とする。 平成26年 

7月16日 
集約駐車場地区 

10分の1.5。ただし、法第53条第3項第2号に該当する

建築物については、10分の1とする。 

茶屋新田まちづくり

地区整備計画区域 

シンボルロード地区 

10分の1.5。ただし、法第53条第1項の規定による建蔽

率の最高限度が10分の8の地域については、10分の1と

する。 平成26年 

12月18日 

沿道サービス地区 

10分の1.5。ただし、法第53条第1項の規定による建蔽

率の最高限度が10分の8の地域については、10分の1と

する。 
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対象区域 
緑化率の最低限度 施行日 

名称 計画地区 

茶屋新田まちづくり

地区整備計画区域 

住宅地区 

10分の1.5。ただし、法第53条第1項の規定による建蔽

率の最高限度が10分の8の地域については、10分の1と

する。 
平成26年 

12月18日 
公益サービス地区 

10分の1.5。ただし、法第53条第1項の規定による建蔽

率の最高限度が10分の8の地域については、10分の1と

する。 

集落景観地区 10分の1 

豊田五丁目地区整備

計画区域 

南地区 10分の2 
平成27年 

3月12日 
西地区 10分の1 

東地区 10分の2 

港明スマートタウン

地区整備計画区域 

商業地区 
10分の2。ただし、法第53条第3項第2号に該当する建

築物については、10分の1.5とする。 

平成27年 

7月21日 

住宅地区 10分の2 

スポーツ・レクリエ

ーション地区(A) 
10分の2 

複合業務地区 10分の2 

明願地区整備計画区

域 

沿道地区 10分の1 平成27年 

12月24日 住宅地区 10分の1 

中志段味地区整備計

画区域 

南西地区（第1地区） 10分の2 
平成27年 

12月24日 
南西地区（第2地区） 10分の2 

北東地区 10分の1.5 

大高赤塚地区整備計

画区域 
 

10分の1 ただし、法第53条第3項第2号に該当する建

築物については、10分の1とする。 

平成28年 

7月11日 

徳重東部第二地区整

備計画区域 
 10分の1.5(熊野豊明線から20ｍの区域に限る) 

平成28年 

7月11日 

ノリタケの森地区整

備計画区域 
 10分の2.5 

平成29年 

3月22日 

錦二丁目7番地区整

備計画区域 

東地区（A） 10分の2 平成29年 

7月13日 東地区（B） 10分の1 

妙見町地区計画 東地区 10分の1.5 
平成29年 

12月20日 

志段味ヒューマンサ

イエンスパーク上志

段味地区計画 

 10分の2 
平成29年 

12月20日 

上志段味まちづくり

地区計画 
 10分の1 

平成29年 

12月20日 

大高瀬木南地区計画  10分の1 
令和元年 

12月18日 

平針黒石第二地区計

画 
 10分の2.5 

令和2年 

7月10日 

千音寺地区計画  10分の1.5 
令和3年 

7月20日 

笹塚地区計画 
低層住宅地区 10分の1.5(熊野豊明線から20ｍの区域に限る) 令和3年 

7月20日 沿道地区 10分の1 

泰明町地区計画 

賑わい地区（A） 10分の1.5 

令和3年 

12月20日 

賑わい地区（B） 

10分の1 複合地区（A） 

複合地区（B） 
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２-１1 名古屋市都市計画緑化地域 （平成 31 年 4 月 1 日告示） 

 

種 類 面 積 緑 化 率 の 最 低 限 度 備 考 

緑化地域 約 30,258ha 

建蔽率が 5／10 以下の区域 2／10 

 建蔽率が 5／10 を超え 6／10 以下の区域 1.5／10 

建蔽率が 6／10 を超える区域 1／10 

 

次の各号のいずれかに該当する建築物については、上記に定める緑化率の規定は適用せず、当該各号

に定める緑化率を適用する。 

１ 建蔽率が 5／10 以下の区域において、建築基準法（昭和 25 年法律第 201号）第 53 条第 3 項

の規定により、建蔽率が 5／10 を超える場合、建蔽率が 6／10 以下となる建築物の緑化率の最低

限度は 1.5／10 と定め、建蔽率が 6／10 を超える建築物の緑化率の最低限度は 1／10 と定める。 

２ 建蔽率が 5／10 を超え 6／10 以下の区域において、建築基準法第 53 条第 3 項の規定により、

建蔽率が 6／10 を超える建築物の緑化率の最低限度は 1／10 と定める。 

 

 

（注意事項） 

１ 緑化率は都市緑地法（昭和 48 年法律第 72 号）第 34 条第 2 項に規定する緑化率をいう。 

２ 建蔽率は建築基準法第 53 条第 1 項の規定による建築物の建蔽率の最高限度とする。 
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２-１2 名古屋市緑のまちづくり条例 (旧条例)抜粋  ※H30.4.1 の改正前 

 

第五章 緑の創出に関する施策  

第一節 緑化地域等 

（緑化率の規制の対象となる敷地面積の規模） 

第 23 条 都市緑地法施行令（昭和 49年政令第 3号。以下「政令」という。）第 9条ただし書に規

定する緑化率（法第 34条第 2項に規定する緑化率をいう。以下同じ。）の規制の対象となる敷地

面積の規模は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第 53条第 1項の規定による建築物の建ぺい率（同項

に規定する建ぺい率をいう。以下同じ。）の最高限度（高層住居誘導地区（都市計画法第 8条第

1 項第 2号の 4に掲げる高層住居誘導地区をいい、建築物の建ぺい率の最高限度が定められてい

るものに限る。以下同じ。）、高度利用地区（同項第 3 号に掲げる高度利用地区をいう。以下同

じ。）又は都市再生特別地区（同項第 4号の 2に掲げる都市再生特別地区をいう。以下同じ）の

区域内にあっては、これらの都市計画において定められた建築物の建ぺい率の最高限度。以下

「建ぺい率の最高限度」という。）が 10分の 6以下の区域内にあっては、300㎡。ただし、建築

基準法第 53条第 3項又は第 4項の規定により、建ぺい率の最高限度が 10分の 6 を超える建築

物にあっては、500 ㎡ 

(2) 建ぺい率の最高限度が 10 分の 6 を超える区域内にあっては、500 ㎡ 

 2 建築物の敷地が、前項各号の区域にわたる場合においては、敷地の過半の属する区域に係る前項

の規定を適用する。 

  

(市の施設の緑化) 

第 24 条 市は、市が設置し、又は管理する道路、河川、公園、庁舎等の公共用又は公用の施設の緑化

に努めるものとする。 

2 法第 35条の規定による規制の対象となる建築物（法第 36条の規定により同条が適用される建築

物を含む）のうち、市が設置する建築物の緑化率の最低限度は、法第 35 条の規定による緑化率の最

低限度に規則で定める数値 を加えたものとする。 

 

（緑化施設の工事の完了の届出） 

第 25 条 法第 35条の規定による規制の対象となる建築物の新築又は増築（同条第 1項に規定する新

築又は増築をいう。第 26条において同じ。）をしようとする者は、緑化施設（法第 34条第 2項に

規定する緑化施設をいう。以下同じ。）に関する工事を完了したときは、規則で定めるところによ

り、遅滞なく、その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定は、名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例（平成 5年名古

屋市条例第 41号。以下「地区計画条例」という。）第 8条の 3の規定による規則の対象となる建築

物の新築又は増築の場合に準用する。 
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（緑化施設の工事の完了を証する書面の交付） 

第 25 条の 2 市長は、前条第 1項（同条第 2項において準用する場合も含む。）の届出があった場合

において、当該建築物の緑化率が、法第 35条又は第 36条の規定に適合していると認めたときは、

規則で定めるところにより、当該届出をした者に対し、その旨を証する書面を交付するものとす

る。 

 

（緑化施設の管理） 

第 25 条の 3 法第 44条に規定する緑化施設の管理の方法の基準は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 緑化施設を良好な状態で維持保全するよう努めるとともに、植物を枯損状態で長期間放置しな

いこと。 

(2) 建築物の屋上又は壁面に緑化施設を設けた場合においては、植物の生育状況及び建築物等への

支障の有無を確認するなど巡回、点検に努めること。 

(3) 施肥、農薬等の使用にあたっては、関係法令を遵守すること。 

 

（条例による緑化率の規制） 

第 26 条 次の各号に掲げる建築物（敷地面積が 500 ㎡未満のものを除く。）の新築又は増築をしよう

とする者は、当該建築物の緑化率を 10 分の 1 以上としなければならない。当該新築又は増築をした

建築物の維持保全をする者についても、同様とする。 

(1) 高層住居誘導地区、高度利用地区又は都市再生特別地区の区域内の建築物のうち、建ぺい率の

最高限度が 10分の 8を超える建築物 

(2) 建築基準法第 53条第 3項第 2号及び第 4項に該当する建築物のうち、建ぺい率（建築基準法

第 53 条第 2 項の適用を受ける場合は同項に規定する建ぺい率）の最高限度が 10 分の 8を超える

建築物 

(3) 建築基準法第 53条第 5項第 1号に該当する建築物 

2 都市計画に緑化地域が定められていない区域において、建築物（敷地面積が 1,000 ㎡未満のものを

除く。）の新築又は増築をしようとする者は、当該建築物の緑化率を 10 分の 2以上としなければな

らない。当該新築又は増築をした建築物の維持保全をする者についても、同様とする。 

3 前項の規定は、建築基準法第 53条第 5項第 2号及び第 3 号に該当する建築物については、適用

しない。 

4 第 1項又は第 2項の規定により建築物の新築又は増築をしようとする者は、規則で定めるところ

により、その計画が第 1項又は第 2 項の規定に適合していることを証する書面の交付を市長に求め

なければならない。 

5 第 1項及び第 2項の場合において、法第 35条第 3 項、第 4項、第 7 項、第 36 条から第 38条ま

で、第 40条及び第 42 条並びにこの条例第 23 条第 2項及び第 24 条第 2 項から第 25 条の 3 までの規

定を準用する。 

6 第 1項又は第 2項の適用を受ける建築物の敷地が、法第 35条の規定による規制を受ける区域にわ

たる場合においては、当該建築物の緑化率は、各区域の建築物の緑化率の最低限度（建築物の緑化

率の最低限度が定められていない区域にあっては、0）にその敷地の当該区域内にある各部分の面積

の敷地面積に対する割合を乗じて得たものの合計以上でなければならない。 

 



68 
目次に戻る 

（立入調査） 

第 45 条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、関係人に対し、必要な報告を求め、または

資料を提出させることができる。 

2 市長は、この条例の施行に必要な限度において、当該職員に、必要と認める場所に立ち入り、必要

な帳簿書類、施設その他の物件を調査することができる。 

3 前項の規定により、立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があっ

たときは、これを提示しなければならない。 

4 第 2 項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

附 則（平成20年条例第28号） 

１  この条例は、平成20年10月31日から施行する。 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の緑のまちづくり条例第26条第1項の規定による協議を

行い、新築又は増築に着手している建築物については、なお従前の例による。 

附 則（平成21年条例第41号） 

この条例は、平成21年10月31日から施行する。 

 


